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◆女性相談事業 

１ 事業の目的 

○ 売春防止法や配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の規定に基づき女性相談

員を設置し、相談者が抱える様々な悩みや問題等の相談を受け付け、必要な支援を講じる。 

 

２ 事業の内容 

○ 結婚・離婚問題や家庭問題などで不安や問題を抱えている相談者に対し、適切な指導や助言を行う

とともに、関係機関・庁内関係課等とも連携を図り、相談者のニーズにかなった支援を行う。 

【女性相談】 

・相 談 員 3 人 

・相談場所 上越市市民プラザ 2階 男女共同参画推進センター内 

・相談受付 月～土曜日 午前 9時～午後 5時（毎週火曜日は電話相談のみ午後 7時まで延長） 

※日曜日・祝日、年末年始、市民プラザ休館日は除く 

【出張相談】 

・男女共同参画推進センターに出向くことができない相談者に対し、相談員が最寄りの公共施設で

相談を行う。（事前予約制） 

 

３ 相談件数について 

⑴  令和2年度は相談延べ件数が2,998件、相談実人数は251人となり、令和元年度の相談延べ件数と

比較して1,616件の減、相談実人数では23人の減となった。 

⑵  全相談件数の約半数（44.0％）が家庭問題となっており、そのうちＤＶ関係の相談は全相談件

数の7.1％（前年度との比較で2.6ポイントの減）となった。 

＜女性相談事業実績＞ 

区分 平成 30 年度 令和元年度(B) 令和 2年度(A) 
比較増減 
(A)－(B) 

女性保護施設等入寮者数(人) 1 1 1 0 

相談実人数/相談延べ件数 
人数 件数 人数 件数 人数 件数 人数 件数 

302 4,466 274 4,614 251 2,998 ▲23 ▲1,616 

内 
 
 

訳 

経済問題 6 444 3 316 19 356 16 40 

職業・就労問題 0 48 3 181 3 20 0 ▲161 

結婚・離婚問題 62 459 58 463 39 256 ▲19 ▲207 

家庭問題 156 2,028 144 2,148 127 1,320 ▲17 ▲828 

(うちＤＶ関係) (53) (516) (31) (448) (28) (213) (▲3) (▲235) 

その他 78 1,487 66 1,506 63 1,046 ▲3 ▲460 

相談日数(日) 280 278 282 4 

1 日あたり相談件数(件) 16.0 16.6 10.6 ▲6.0 

※ 人数は、主な訴えのあった内訳項目の実人数を記載。件数は、複数の内容の相談があった場合、

主な訴え以外の件数も加えて記載。 

【参考】 

 平成 30 年度 令和元年度(B) 令和 2年度(A) 比較(A)-(B) 

実相談回数(関係機関との連携含む) 

※（ ）内は 1相談者当たり回数 

1,180 回 

(3.91 回) 

978 回 

(3.57 回) 

705 回 

(2.81 回) 

▲273 回 

(▲0.76 回) 

 

４ 相談者の状況について 

⑴ 相談実人数は 251 人で、このうち女性は 232 人（92.4％）、男性は 17 人（6.8％）、不明は 2人（0.8％）

であった。また、相談者の新規・再来別では、新規が 181 人（72.1％）、再来が 70人（27.9％）で

あった。 

⑵ 相談者の居住地別では、合併前上越市が 182 人（72.5％）、13 区は 36 人（14.3％）、市外・不明は

33 人（13.2％）であった。また、相談方法の区分では、男女共同参画推進センターへの来所が 81

人（32.3％）、電話相談が 164 人（65.3％）、出張相談が 2人（0.8％）、メール等その他が 4人（1.6％）

となっている。 

 

【年代別集計】                  【相談経路】 

18 歳未満 0 人 -  

18 歳以上 20 歳未満 1 人 0.4％ 

20 代 36 人 14.3％ 

30 代 65 人 25.9％ 

40 代 68 人 27.1％ 

50 代 34 人 13.5％ 

60 歳以上 25 人 10.0％ 

不明 22 人 8.8％ 

合計 251 人 - 

 

 

 

 

 

 

５ 事業の成果及び今後の課題、反省点について 

⑴ 目標達成状況 

・配偶者等からの暴力被害の相談では、相談者に対して迅速かつ的確な助言・支援に努めたほか、緊急

のケースでは一時保護施設への入所措置を講じ、被害者の安全確保を図った。 

・国・県等の研修会に参加し、女性相談員として必要な知識や資質の向上を図った。 

⑵ 事業の成果 

・ＤＶに関する相談については、内容が複雑かつ多様化してきているが、関係課や関係機関と連携し

たことにより、迅速に適切な支援を行うことができた。 

⑶ 今後の課題 

・ＤＶに関する緊急一時保護事案が継続的に発生していることから、関係課や関係機関との連携を一

層強化するとともに、相談窓口の充実と周知の強化に努める必要がある。また、新型コロナウイル

ス感染症による社会環境の変化等に伴う不安や悩みに対しても、的確な支援ができるようスキルを

高めていく。 

 

 

本人自身 209 人 83.3％ 

警察関係 1 人 0.4％ 

法務関係 0 人 - 

他の婦人相談所 3 人 1.2％ 

他の婦人相談員 1 人 0.4％ 

福祉事務所 26 人 10.3％ 

他の相談機関 5 人 2.0％ 

社会福祉施設等 3 人 1.2％ 

医療機関 1 人 0.4％ 

教育機関 1 人 0.4％ 

労働関係 0 人 - 

民間シェルター 0 人 - 

知人縁故関係 0 人 - 

その他 1 人 0.4％ 

合計 251 人 - 



令和 2年度 男女共同参画推進センター事業実績                 【資料１】 

- 2 - 

◆男女共同参画事業 

１ 男女共同参画推進センター事業について 

⑴ 概  要 

・男女共同参画推進センターは、男女共同参画基本条例において、当市における男女共同参画の事

業推進と市民活動の拠点施設として位置付けられている。（平成 13 年 3月設置） 

・男女共同参画推進センターでは、男女共同参画の促進に関する講座等の企画・運営や、女性相

談業務及び広報活動等を行っている。 

⑵  令和 2年度実績 

① 男女共同参画推進センター講座（9講座・11回、264 人参加） 

・上越市男女共同参画基本計画の実効性を図るため、センター講座を開催し、男女共同参画につ

いての周知、啓発を図った。 

＜講座開催実績＞ 

№ 月日 講 座 名 
参加 
人数 

会 場 企画・運営 

1 9/12 
ドキュメンタリー映画「私は男女平等を憲法に書い
た」上映会＆トーク 

31 市民プラザ 登録団体委託※ 

2 
10/31、
11/7、
11/28 

女性市議と語る 女性の活躍を考える（全 3回） 76 
春日謙信交流
館 

登録団体委託 

3 11/4 
私との対話・子どもとの対話 
 ～これからの時代の子育てを考える～ 

21 市民プラザ 登録団体委託 

4 11/22 「傷つくこと、傷つけること」を考える 28 市民プラザ 登録団体委託 

5 11/23 
子供が元気に育っていくために 
 ～この時期につくる一生の絆と感性～ 

28 市民プラザ 登録団体委託 

6 12/19 
私の“当たり前”は本当に“当たり前”？～あなたの
中に潜んでいるアンコンシャス・バイアス（無意識の
偏見）に気づく～ 

15 市民プラザ 
(公財)新潟県女
性財団との共催 

7 1/24 人権ってなに？私もあなたも大切ってことだよ 23 市民プラザ 登録団体委託 

8 2/14 
もしもパートナーが倒れたら 
 ～いつ起こっても困らないためには～ 

25 
春日謙信交流
館 

登録団体委託 

9 2/25 
女性活躍応援セミナー 
 ≪男女共同参画の視点から見た災害対応の取組≫ 

17 市民プラザ 
(公財)新潟県女
性財団との共催 

計 9 講座（委託 7、共催 2） ・ 11 回 264   

※ 企画・運営欄における「登録団体委託」とは、上越市（男女共同参画推進センター）が登録団

体に講座の企画・運営を委託したものを指す。 

 

＜講座参加者の満足度＞ 

・令和 2年度 73.6％（参考：令和元年度 84.0％）・・・令和 4年度目標値 80.0％ 

※ 第 3次男女共同参画基本計画における評価指標として設定 

 

 ② 自分磨き応援講座の開催 

・出会いや就職など、自らが希望するライフプランの実現に向けて、参加者が自らの魅力に気づ

き、自分らしく活躍するきっかけとしてもらうための講座を開催した。 

講座タイトル：「自己肯定力を高めよう！」 

レッスン 1・・・自分らしい魅力で輝く！～脳・ココロ・体のセルフケア 

開催日：令和 3年 2月 2日（火） 

講 師：水科江利子さん（一般社団法人セルフアドヴァンス協会代表理事） 

レッスン 2・・・こころをポジティブに！～キモチをアゲる美容テクニック 

開催日：令和 3年 2月 9日（火） 

講 師：関原英里子さん（サブファメイクアップアーティスト） 

参加人数：22 人（レッスン 1：8人、レッスン 2：14 人） 

 

③ 男女共同参画推進センター出前講座（5団体・5回、272 人参加） 

・学校や企業、地域などが主催する男女共同参画に関する講座・学習会などに講師を派遣し、男

女共同参画に関する意識啓発を図った。 

＜講座開催実績＞ 

区分 
開催 
回数 

参加 
人数 

実施プログラム・実施回数 

デートＤＶ 
・暴力防止 

男女共同参画 
と人権 

子育て支援、 
介護支援 

リプロダクテ
ィブ･ヘルス/

ライツ 

地域の 
男女共同参画 

ハラスメント 
防止 

ワーク・ライ
フ・バランス 

学校 2 178 1 - - - - 1 - 

企業 2 44 - - - - - - 2 

地域・市民団体 1 50 - 1 - - - - - 

計 5 272 1 1 0 0 0 1 2 

 

④ 広報事業 

＜情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行＞ 

・年 4回の発行回ごとにそれぞれテーマを設定するとともに、市内の主な施設や町内会等へ配置

し、男女共同参画に関する啓発及びセンターの各種事業等について紹介した。 

（発行回数：年 4回、発行部数：17,500 部） 

―各号別発行テーマ― 

►  6月25日号：「そっか。いい人生は、いい時間の使い方なんだ。」（男女共同参画週間） 

►  9月25日号：「これってＤＶ？」（女性に対する暴力をなくす運動） 

► 12月25日号：「男らしさ」「女らしさ」ってなんだろう？（アンコンシャス・バイアス） 

►  3月25日号：「ウィズじょうえつ って、どんなところ？」（男女共同参画推進センター紹介） 

 

⑤ 男女共同参画推進センター登録団体懇談会の開催 

・懇談会を定期的に 4回開催（うち 2回は書面協議）し、センター登録団体との連携を図った。 

※懇談会では、センター講座の企画案や情報紙の内容等について、それぞれの原案を基に協議

したほか、男女共同参画に関する意見交換を行った。 

・令和 3年 3月末現在 センター登録団体数 20 団体 
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２ 第 3次男女共同参画基本計画に関する取組状況について 

⑴  第 3 次男女共同参画基本計画（H30～R4）の進捗管理 

① 平成 30 年 3月に策定した第 3次男女共同参画基本計画に基づき、各課等で取り組んだ令和 2年

度の事業実績等について整理した。 

また、令和 2年度の事業実施計画の進捗管理、及び令和 3年度の事業計画の策定について、関

係課等を通じて整理を行った。 

② 市が設置する各種審議会等における女性委員の登用状況に関する調査（R3.3.31 現在で調査） 

・調査対象とした審議会等 【計 123】（令和元年度：126） 

a.地方自治法第 180 条の 5第 1項及び第 3項の規定に基づき設置する市の執行機関等 

教育委員会、選挙管理委員会、農業委員会 等 【計 6・女性委員登用率 14.6％】 

b.地方自治法第 202 条の 5の規定に基づき設置する地域協議会 

高田区地域協議会 等 【計 28・女性委員登用率 18.3％】 

c.その他の審議会等（地方自治法第 202 条の 3の規定に基づき設置する市の附属機関等） 

上越市特別職報酬等審議会 等【計 89・女性委員登用率 31.7％】 

・登用状況：令和 3年 3月末現在 28.2％（前年度比 -0.9 ポイント） 

⑵ 男女共同参画審議会の開催 

① 設置根拠（上越市男女共同参画基本条例第 22 条） 

・男女共同参画の促進を総合的かつ計画的に推進する上で必要な事項を審議する。 

② 所掌事務 

・男女共同参画基本計画に関し、第 11 条第 3 項（男女共同参画基本計画を定める場合に審議会の

意見を聴くこと）に規定する事項を処理すること。 

・市長の諮問に応じ、男女共同参画の促進に関する基本的事項及び重要事項を調査審議すること。 

・男女共同参画の促進に関する施策の実施状況を監視するとともに、市の施策が男女共同参画の

促進に及ぼした影響を評価すること。 

③ 審議会委員 

・委員数 17 人（任期：H31.4.1～R3.3.31） ※学識経験者､事業者、公募市民等で構成 

＜審議会の開催実績及び主な協議事項＞ 

回 開催日 協議事項 

第 1回 
8 月 24 日（月） 
※書面協議 

・令和元年度の取組実績・令和 2年度の事業計画について 

第 2回 11 月 12 日（木） 
・令和 2年度の取組実績（見込）・令和 3年度の事業計画（予定）に
ついて 

 

３ その他男女共同参画事業について 

⑴ 男女共同参画サポーター制度 

① 目的及び期待する主な役割 

・地域での男女共同参画の推進に関する意識・知識の普及啓発。 

・男女共同参画推進センター講座等への積極的参加や、市民に向けた参加の呼び掛け。 

・サポーター自身の活動を通じて、男女共同参画の実践とそのきっかけづくり。 

② 令和 2年度実績 

・サポーター懇談会を開催（書面協議）し、サポーター相互の交流や情報交換、今後の活動につ

いて検討したほか、サポーターからの提案や意見等を基にした啓発事業「アンコンシャス・バ

イアス（無意識の偏見）展示会」を開催した。 

・「アンコンシャス・バイアス（無意識の偏見）展示会」 

開催期間・・・令和 3年 2月 26 日～3月 8日 

開催場所・・・上越市市民プラザ・2階ロビー 

・令和 3年 3月末現在の登録者数 16 人 

⑵ 男女共同参画に関する職員研修会の開催 

・各課等の男女共同参画推進担当者（主に副課長級職員）及び保育士（園長又は副園長）を対象

に研修会を開催し、職員への意識啓発を図った。 

・行政職員対象～「ひとりひとりのワークライフバランス －女性が輝きながら働くために－」 

        講師：髙野洋子さん（特定社会保険労務士） 

・保育士対象～「一人ひとりの個性と能力を大切に －ジェンダーに敏感な視点を－」 

講師：大島煦美子さん（公益財団法人新潟県女性財団顧問） 

⑵  女性人材バンク 

・上越市男女共同参画基本条例の理念に則り、女性の人材の情報を蓄積し、かつ、その情報を活

用する制度を創設することにより、本市の審議会等の委員、研修会の講師等に積極的に女性を

活用し、もって男女共同参画社会の促進に寄与することを目的としている。 

・利用の拡大を図るため、市のホームページへ登録情報を掲載 

・令和 3年 3月末現在の登録者数 46 人 

 

４ 事業の成果及び今後の課題、反省点について 

⑴  目標達成状況 

・男女平等や人権に関する基本的な内容や子育て・介護などの生活に身近なテーマに加え、あらゆる

分野への女性の参画や女性活躍の推進など様々なテーマの講座を開催し、男女共同参画の意義につ

いて考える機会を提供した。 

⑵  事業の成果 

・関係団体の委託講座のほか、地域や学校・事業所などを対象とした出前講座やサポーター等の提案

による啓発事業を実施し、男女共同参画社会の必要性について、様々な分野と幅広い世代に向けて

意識啓発を図ることができた。 

⑶  今後の課題 

・関係団体の委託講座をはじめ各種講座の開催については、参加者をあらゆる世代や分野へ向けて

拡大していくとともに、男女共同参画の意識啓発を参加者へ効果的に浸透させていくための手法

を工夫していく必要がある。 
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･･･女性活躍推進に関連する重点目標

①広報などを通じた継続的啓発活動の推進 3 3

②男女共同参画の基本的知識の周知啓発の推進 1 1

①出前講座など地域への積極的な啓発活動の実施 5 1 3 1

②あらゆる分野における固定的性別役割分担意識解消への周知啓発活動の
  実施

2 2

①男性における男女共同参画の意義の理解促進 1 1

②男性の家事・育児・介護等への参画の促進 2 1 1

①保育園、幼稚園及び学校教育の場における男女平等教育の徹底 3 3

②教育関係者への意識啓発と男女平等教育に関する調査研究の充実 3 2 1

①ワーク・ライフ・バランスの浸透 4 3 1

②男女の均等な待遇の確保など男性中心型労働慣行の改善の更なる推進 4 3 1

③職場におけるあらゆるハラスメントの防止の取組 1 1

①男女共同参画の視点に立った子育て支援施策の充実 6 6

②男女共同参画の視点に立った介護支援施策の充実 1 1

①女性の性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライ
　ツ）の普及啓発

2 2

②生涯を通じた健康保持への支援及び健康相談の充実 9 6 3

①生活困窮者の自立促進の支援 1 1

②ひとり親家庭等への支援の充実 2 2

①女性の人材育成に向けた各種講座の開催 3 1 1 1

②女性の再就職への支援 3 3

①女性人材の情報収集、整備、提供 2 1 1

②女性の参画情報の調査、公表 2 2

①市の各種審議会等へのクオータ制の活用による女性の参画推進 3 2 1

②女性職員の積極的な登用 2 2

①男女共同参画に関する情報発信の強化 3 2 1

②市民や活動団体への支援 2 2

①市職員への研修会の実施 4 4

②男女共同参画の考え方に基づいた施策の推進 8 8

①配偶者等からのあらゆる暴力の根絶と防止に向けた啓発 2 2

②セクシュアル・ハラスメント等の防止に向けた啓発 1 1

①女性相談事業の充実 2 2

②その他相談機関との連携 3 3

①制度や体制、法律の認知のための周知活動の推進 1 1

②被害者への安全確保のための情報提供 3 3

①生活再建の支援 1 1

②同伴者への支援 1 1

93 77 12 3 1

82.8% 12.9% 3.2% 1.1%

 暴力防止に関する人権教育の推進及び啓
 発

(2)  相談窓口の充実

2

 被害者等への支援

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：6

(1)
 発見通報体制の整備・被害者の安全な保
 護

(2)  自立への支援

Ⅱ
 配偶者等からの暴力
 防止・被害者支援

1

 暴力を許さない社会づくり

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：8

(1)

 男女共同参画推進センターの充実

(2)
 男女共同参画社会を目指す全庁的な取組
 の推進

(1)

(3)

 労働環境の見直しの推進

(4)
 貧困等により困難を抱えた男女が安心し
 て暮らせる環境の整備

 市の施策・方針決定過程への女性の参画
 拡大

 子育て、介護への支援の充実

(3)  生涯を通じた女性の心と体の健康支援

 男女共同参画についての理解の促進

(2)

(1)  女性の能力発揮への支援

(2)
 企業、団体、学校、地域等における方針
 決定の場への女性の参画推進

 男女共同参画の視点に立った社会制度・
 慣行の見直し

(3)  男性にとっての男女共同参画の推進

(4)  子どもへの意識啓発の推進

(2)

1

 男女共同参画を正しく理解で
 きる社会づくり

 ► 重点目標：4
 ► 施策の方向：8
 ► 事業数：20

(1)

4

 推進体制の整備

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：17

2

 男女共同参画を実践できる環
 境づくり

 ► 重点目標：4
 ► 施策の方向：9
 ► 事業数：30

3

 女性が活躍できる社会づくり

 ► 重点目標：3
 ► 施策の方向：6
 ► 事業数：15

(1)

Ｂ:ほぼ
達成

Ｃ:未達成
Ｄ:事業
未実施

合計（重複登載分を除く合計）
目標達成状況（構成比） 達成率

95.7% 4.3%

施策の分野【2】 基 本 目 標【6】 重　点　目　標【17】 施　策　の　方　向【35】 事業数 Ａ:達成

Ⅰ
 男女が等しく参画す
 るための社会環境整
 備

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1 重複1

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1



【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

分野Ⅰ　男女が等しく参画するための社会環境整備
  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

  重点目標 (1) 男女共同参画についての理解の促進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

市役所での男女共同参画に関する
情報提供と啓発

市役所市民課ロビー及び市民プラザ男女
共同参画推進センターにおいて、センター
の取組や講座情報、各種団体の情報など
を適宜分かりやすく工夫しながら配置し、市
民向けに情報提供する。

男女共同参画に関する意識啓発を図るため、より分
かりやすく適時適切に情報提供する。

継続的な男女共同参画に関する情報の提供により市
民への意識啓発を図った。
・男女共同参画週間（6月）、女性に対する暴力の防
止（11月）、図書コーナーの利用促進など

Ａ 継続

男女共同参画に関する市民への啓
発
※Ⅰ-4-(1)-①と重複

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」を
発行し、男女共同参画推進センターの取組
及び男女共同参画に関する情報を紹介す
る。

情報紙の発行を通じて、男女共同参画推進センター
や男女共同参画について知り、考えてもらう機会を提
供する。
（数値目標：年4回(6、9、12、3月)発行）

・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行によ
り市民への啓発を進めた。（年4回・町内会班回覧は
年1回）
※紙面作成に当たっては、センター登録団体懇談会
での意見を反映させた。

Ａ 継続

男女共同参画に関係する図書・参
考資料等を閲覧・貸与するスペース
の設置

男女共同参画に関係する図書・参考資料
等を閲覧・貸与するスペースを設ける。

引き続き、職員図書室に専用のスペースを設け、図
書・参考資料等を陳列することにより、職員への啓発
を推進する。

職員図書室に専用のスペースを設け、図書・参考資
料等を陳列したことで、職員への啓発を推進した。 Ａ 継続 人事課

②男女共同参画の基本
的知識の周知啓発の推
進

男女共同参画の基本的知識の周知 男女共同参画の基本的知識の周知を目的
とした講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画推進に関する意
義や、基本的知識について理解を深めてもらうための
機会を提供する。（数値目標：センター講座全体で9講
座以上）

男女共同参画推進センター講座を開催し、男女共同
参画の基本的知識の周知を図った。
・センター登録団体委託：7講座、9回実施
・(公財)新潟県女性財団との共催：2講座
※講座については、センター登録団体懇談会等での
意見を参考としながら開催した。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

重点目標 (2) 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

地域や団体から申し込みを受け、人
権啓発ＤＶＤを上映する地域人権懇
談会を開催

地域や団体から申し込みを受け、人権啓発
ＤＶＤを上映する地域人権懇談会を開催

地域等で人権啓発ＤＶＤを上映する地域人権懇談会
を開催し、参加者の男女共同参画の意義などについ
て、関心や理解を深める（数値目標：5回開催）。

民生委員児童委員協議会や老人ホーム等で5回開催
し、参加者の男女共同参画の意義などについて、関
心や理解を深めた。 Ａ 継続

人権・同和
対策室

地域において男女共同参画を応援
していただける人材の育成

男女共同参画サポーターを対象に、地域
へ男女共同参画の輪を広げていくための
研修会及び懇談会を開催する。

研修会・懇談会を通じてサポーター自身の知識を高
めながら、男女共同参画の輪を広げてもらえるような
環境を整える。（数値目標：懇談会・研修会を計4回以
上開催）

「無意識の偏見」に関してサポーターから募集した意
見や気づき等をキイワードで視覚化した展示会を開
催した。その他、各種講座の参加者に対しサポーター
への登録を呼びかけ、人材の育成を図った。

Ｂ 継続

懇談会及び研修会の開催については、
新型コロナウイルス感染症の拡大によ
り、目標回数を達成できなかった。

男女共同
参画推進
センター

保護者への啓発方法や連携方法を
工夫する。

保護者に啓発する。 男女共同参画への理解を深めるために、各学校が男
女平等教育の授業を年1回以上公開する。

年間計画に男女平等教育の授業を位置付けさせ、授
業参観日等に保護者や地域の方々に授業を公開す
るように校長会で各学校を指導することにより啓発を
進めた。（72校中25校で実施）

Ｂ 継続

新型コロナウイルス感染症の拡大、大
雪の休校等で授業参観の回数が減り、
予定通りの授業公開ができなかった。

学校教育
課

小学校を会場に、人権を考える講話
会を開催

差別のない明るい社会を実現するため、人
権を考える講話会を開催する。

差別のない明るい社会を実現するため、人権を考え
る講話会を16小学校区で開催する。

15小学校区で人権を考える講話会を開催することに
より啓発を進めた。 Ｂ 継続

1月の大雪の影響により予定していた16
校のうち、1校で実施できなかった（令和
3年度に延期し、実施予定）。

社会教育
課

地域等に向けた男女共同参画の意
識啓発

地域等に向けた男女共同参画の啓発活動
や出前講座（講師の派遣）を開催する。

地域における男女共同参画の啓発活動として、地域
住民や町内会などが開催する勉強会や研修会などに
講師を派遣する出前講座の実施を通じて、市民への
意識浸透を図る。（数値目標：出前講座全体で18講座
以上）

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、男女
共同参画出前講座の開催が5講座ににとどまった。
（企業：2講座、学校：2講座、市民団体：1講座　参加
人数：272人）

Ｃ 継続

企業や学校などで会議や集会等の開
催を自粛することが多く、出前講座を開
催する場が失われたため。

男女共同
参画推進
センター

性別に関係なく、消防団員の入団を
促進する

出初式、朝市、成人式会場などで実施する
入団促進活動に合わせて、市民へ消防団
活動は性別に関係なく活躍できることを周
知する。

消防団の活動は女性も参加できることを周知し、男性
に限った活動ではない旨を市民へ意識啓発する。（数
値目標：周知実施1回以上）

商業施設における消防団員の入団促進活動におい
て啓発チラシの配付等を行うとともに、市役所・各区
総合事務所の窓口のほか上越市消防団が受章（賞）
した特別表彰「まとい」と「竿頭綬」を市民ロビーに掲
示（8/24～9/30）する際にも啓発チラシを配置し、消
防団活動は性別に関係なく活躍できることを周知し
た。

Ａ 継続
危機管理
課

固定的性別役割分担意識解消に関
する意識啓発

固定的性別役割分担意識解消をテーマと
する講座の開催や、情報提供を行う。

講座の開催や情報提供を通じて、あらゆる分野にお
ける固定的性別役割分担意識解消に向けた意識醸
成を図る。（数値目標：センター講座と出前講座を合
わせて1講座以上、情報紙への記事掲載1回以上）

固定的性別役割分担意識解消をテーマに取り入れた
講座の開催（5講座）、及び、情報紙の発行を通じた
情報提供（6/25号）により意識啓発を図った。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

令和2年度（実績）

①広報などを通じた継続
的啓発活動の推進

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

令和2年度（実績）

男女共同
参画推進
センター

①出前講座など地域への
積極的な啓発活動の実施

②あらゆる分野における
固定的性別役割分担意
識解消への周知啓発活
動の実施

1／11



【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

重点目標 (3) 男性にとっての男女共同参画の推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①男性における男女共同
参画の意義の理解促進

男性に向けた男女共同参画の意識
啓発

情報紙に、男性に向けた男女共同参画の
意識啓発記事を掲載する。

情報紙に男性に向けた啓発記事を掲載し、男女共同
参画の意義などについて理解を深めてもらう機会を
提供する。（数値目標：1回以上掲載）

男女共同参画情報紙「ウィズじょうえつからのおたよ
り」への男性向け啓発情報を掲載し理解促進を図っ
た。（12月25日号「男らしさ・女らしさ ってなんだろう」） Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

父子手帳の配布及びすくすく赤ちゃ
んセミナーにおける意識啓発

父親の積極的な育児参加と家族ぐるみの
健康づくりを推進するため、子どもの発育・
発達や子育てに関する情報を掲載した父
子手帳を配布すると共に、すくすく赤ちゃん
セミナーにおける意識啓発を行う。

すくすく赤ちゃんセミナーでは、父親の育児参加と家
族ぐるみの健康づくりに関する内容を盛り込み、夫婦
で参加しやすいよう土日開催を継続する。
妊娠届出時における父子手帳の配布率100％を目指
す。

すくすく赤ちゃんセミナー土日開催：2回目年間15回
（全25回）、3回目年間15回（全35回）、及び、妊娠届
出時やセミナーにおいて父子手帳の活用を促すこと
により、父親への意識啓発を行った。（配布率：
86.6％）

Ｂ 継続
健康づくり
推進課

男性の家庭生活、子育てへの参画
促進のための意識啓発

男性の家庭生活、子育てへの参画の促進
に向けた講座を開催する。

講座の開催を通じて、家庭生活や、子育てへの参画
促進のきっかけづくりを図る。（数値目標：センター講
座1講座以上）

「男性の家庭生活、子育てへの参画の促進」をテーマ
に取り入れた講座（1講座）の開催により意識啓発を
図った。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

重点目標 (4) 子どもへの意識啓発の推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①保育園、幼稚園及び学
校教育の場における男女
平等教育の徹底

乳幼児期からの男女平等の意識の
啓発と情報の提供

保育所保育指針に基づき、子どもの性差
や個人差にも留意しつつ、性別などによる
固定的な意識を植え付けることがないよう
配慮しながら、保育を実施する。

園行事においての選曲や児童の役割分担を決める
際は、男女の分け隔てなく行うとともに、日々の保育
についても「男の子らしさ、女の子らしさ」といった固定
的な考えを持たないように配慮しながら援助する。

子どもの性差や個人差にも留意しつつ、性別などによ
る固定的な意識を植え付けることがないよう配慮しな
がら、保育を実施した。

Ａ 継続 保育課

担当者を中核とした男女平等教育
の推進

園内研修会を計画的に実施する。 男女平等教育の推進のために、年間2回以上男女平
等教育を含む人権教育、同和教育の園内研修会を行
う。

年間計画に基づき、男女平等教育に関する研修会を
実施するように幼稚園を指導した。

Ａ 継続

男女平等教育の全体計画に基づい
た授業実践

全体計画に基づいて確実に授業実践を行
う。

男女平等教育の全体計画に基づき、各教科領域で指
導するとともに、年一回以上男女平等教育の授業を
行う。

男女平等教育の全体計画に基づき授業実践が行わ
れるように各学校を指導した。（72校すべての学校で
実施） Ａ 継続

担当者を中核とした男女平等教育
の推進

校内研修会を計画的に実施する。 男女平等教育に関する意識啓発を図るために、男女
共同参画推進担当者、人権教育担当者が、校外の研
修に年間1回以上参加し、その成果を確実に伝達す
る。

担当者が校外の男女平等教育に関する研修に参加
するよう、各学校に指導した。（研修会参加校18校、
内校内で成果を伝達した学校は12校） Ｂ 継続

各学校における教育関係者の男女
平等教育推進状況アンケート調査
の実施

学校における男女平等教育の現状と進捗
状況を提示することにより、教育関係者の
意識啓発を図る。

男女平等教育推進状況アンケートを年1回以上実施
し、現状と進捗状況を明らかにし、教育関係者の意識
を高める。

男女平等教育推進状況アンケートを実施し、その結
果を学校評価に生かすよう、各学校に指導した。

Ａ 継続

「男女平等」をテーマとする意識啓
発

講座の開催や、「男女平等」に関連する情
報の提供を通じて意識啓発を図る。

講座の開催や情報提供を通じて、「男女平等」に関す
る理解を深めてもらう機会を提供する。（数値目標：セ
ンター講座と出前講座を合わせて1講座以上）

「男女平等」をテーマとする講座の開催（センター講座
2講座）、及び、国・県、関係団体、男女共同参画推進
センターからの関連情報の提供を通して意識啓発を
図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

令和2年度（実績）

②男性の家事・育児・介
護等への参画の促進

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和2年度（実績）

②教育関係者への意識
啓発と男女平等教育に関
する調査研究の充実

学校教育
課

学校教育
課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課
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【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

  基本目標 ２ 　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (1) 労働環境の見直しの推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①ワーク・ライフ・バランス
の浸透

こころの健康づくりや自殺予防のた
めの基盤整備を推進

地域での自殺予防対策の推進
関係機関等とのネットワークの強化を図り、
包括的な自殺予防対策の基盤整備を推進
し、自殺者の減少を目指す。
こころの健康サポートセンターでの相談

精神保健や自殺予防に対する正しい知識の普及・啓
発に努める。また、行政機関の各部署や地域の関係
機関との連携を図るとともに、複合的・総合的な精神
保健・自殺予防対策の基盤を整備し、自殺者数の減
少を目指す。

すこやかなくらし包括支援センターや健康づくり推進
課において、こころの相談に対応し、適切な支援につ
なげた。自殺予防対策連携会議を2回開催し、関係機
関との情報共有等を行うなど、地域における自殺予
防対策を推進した。 Ａ 継続

すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター・健
康づくり推
進課

事業者等へのワーク・ライフ・バラン
スに関する意識啓発

事業者等に対する意識啓発のための広報
誌やホームページによる周知

職場環境の改善に向けて、ワーク･ライフ･バランス等
の講座を開催し定員の７割以上の参加を目指す。

広報誌やホームページへ掲載するとともに事業所へ
のチラシの配布により周知及び働きかけを行ったほ
か、事業所向けの講座を開催し意識啓発を図った。 Ｃ 継続

講座参加者が定員の3割程度であった
ため。

仕事と育児･介護の両立のための情
報提供

関係機関と連携し、情報提供を行う。 仕事と育児・介護の両立について、適切な理解や実
施が進むよう定期的な情報提供を行う。

市のホームページで仕事と育児・介護の両立につい
ての情報等を掲載し、広く周知を行った。

Ａ 継続

ワーク・ライフ・バランスに関する意
識啓発

ワーク・ライフ・バランスや職場におけるあ
らゆるハラスメント防止意識浸透のための
講座を開催する。

センター講座や出前講座の開催を通じて、その意義
や効果について認知と理解を深めてもらう機会を提
供する。（数値目標：センター講座と出前講座を合わ
せて1講座以上）

ワーク・ライフ・バランスをテーマに取り入れた講座の
開催（センター講座1講座）により意識啓発を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

②男女の均等な待遇の確
保など男性中心型労働慣
行の改善の更なる推進

新潟労働局、新潟県、関係機関等
の行う労働環境を向上させる取組
の啓発、情報提供

事業や制度を効果的に周知するたの広報
誌やホームページへの掲載及びポスター
の貼り出しやチラシの配置

労働環境の改善に向けて、定期的な情報提供を行
う。（年２回以上）

関係機関が実施する取組や制度について広く周知し
労働環境の改善に取り組んだ。

Ｂ 継続

年1回の情報提供であったため。

産業政策
課

育児･介護休業法に規定された努力
事項実施事業者に対し、建設工事
の入札参加資格者の格付けのため
の総合評点に加点を行う。

建設工事入札参加資格者が、育児･介護
休業法に規定された努力事項に取り組ん
でいる場合、入札参加者の格付けに際し当
該事業者の総合評点へ加点を行う。

市が発注する建設工事の入札参加資格に男女共同
参画の視点を加点し、育児･介護休業法に規定される
努力事項の取組促進を図る。

引き続き、市ホームページで入札契約制度の概要を
掲載し、育児･介護休業法に規定された努力事項実
施に対する加点制度を周知した。

Ａ 継続
契約検査
課

家族経営協定締結による女性農業
者の経営参画の推進

農業委員会だよりに家族経営協定を周知
する記事を掲載する。
協定締結の意義を農業委員・農地利用最
適化推進委員の相談活動を通じて伝える。

家族経営協定について、周知を一層すすめる。 農業委員会だよりに協定に関する記事を掲載したほ
か、農業委員・農地利用最適化推進委員が相談活動
を通じて協定締結の意義を伝え、女性農業者の経営
参画に取り組んだ。 Ａ 継続

農業者年金加入による女性農業者
の老後の経済基盤の強化

農業委員会だよりに農業者年金を周知す
る記事を掲載する。
農業者年金加入のメリットを農業委員・農
地利用最適化推進委員の相談活動を通じ
て伝える。

農業者年金について、周知を一層すすめる。 農業委員会だよりに農業者年金に関する記事を掲載
したほか、農業委員・農地利用最適化推進委員が相
談活動を通じて農業者年金加入のメリットを伝え、女
性農業者の老後の経済基盤の強化に取り組んだ。 Ａ 継続

③職場におけるあらゆる
ハラスメントの防止の取組

職場におけるあらゆるハラスメント
防止に関する意識啓発

職場におけるあらゆるハラスメント防止意
識浸透のための講座を開催する。

センター講座や出前講座の開催を通じて、その意義
や効果について認知と理解を深めてもらう機会を提
供する。（数値目標：センター講座と出前講座を合わ
せて1講座以上）

職場におけるあらゆるハラスメント防止をテーマに取
り入れた講座（センター講座1講座）の開催により意識
啓発を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

令和2年度（実績）

産業政策
課

農業委員
会事務局

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課
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【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (2) 子育て、介護への支援の充実

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

① 男女共同参画の視点
に立った子育て支援施策
の充実

(事業名)子育てセミナー、ベビー健
康プラザ
(目的)子育てに関する知識の習得
や育児不安の解消と楽しく子育てが
できる環境づくりを推進する。

・子育てセミナーを開催
・ベビー健康プラザを開催

・子育てに関する各種講座を実施し、子育ての不安感
や孤立感の緩和を図る。
・乳児を抱える保護者に、子育てに関する知識の普及
を図る。

子育てセミナー（年10回）、ベビー健康プラザ（年11
回）の開催により、子育ての不安感や孤立感の緩和、
子育てに関する知識の普及を図った。
コロナ禍でも気兼ねなく相談や交流ができるように、
オンラインを活用した相談、交流の場を整備した。 Ａ 継続

(事業名)ファミリーサポートセンター
運営事業
(目的)地域の子育ての相互援助活
動を支援することにより、仕事と育
児を両立させ、安心して働くことので
きる環境づくりを推進する

新規の提供会員数を増やすとともに、依頼
会員のニーズに見合った提供会員を紹介
する。

新規の提供会員を増やすとともに、依頼会員のニー
ズに見合った提供会員の紹介率を100％とする。

提供会員を確保するため、広報上越に会員募集の記
事を掲載したほか、各種団体等を対象に会員募集活
動を行い、令和元年度と比較し、10人増やすことがで
きた。
依頼は全て受けることができたほか、依頼会員の
ニーズに見合った提供会員を調整することができた。
新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、年4回
開催を予定した提供会員養成講座を、1回中止した。
利用者に対する支援の拡充として、所得の少ない世
帯の保護者が利用する場合、利用料金の助成制度
を創設した。

Ａ 拡充

放課後児童クラブにおいて、共働き
家庭が増加する中、子育てと就労
の両立支援のため、昼間保護者の
いない小学校1年～6年生を有償で
預かり、児童の健全育成を図る。

・学校と連携を図りながら、児童クラブの環
境改善に努める(ｸﾗﾌﾞ担当教員や教育補助
員との連携、利用人数に応じたクラブ室ス
ペースの確保、支援を必要とする児童への
対応 等)。
・指導員の資質向上（専門相談員の配置、
研修会の充実）
・小規模クラブ、未開設校への対応

引続き、「上越市放課後健全育成事業の設備及び運
営に関する基準を定める条例」に基づき、適切かつ効
果的な運営場所の確保、支援員及び補助員の配置
を行うとともに、運営を担う支援員等の資質向上を図
る。

・学校外で開設している児童クラブを学校内への移転
に向け学校や関係機関との調整を行うほか、学校内
での調整が困難な場合には、学校近隣の公共施設
や民間施設の借上げにて調整を行った。
・支援員等研修会を年2回以上行い、支援員等の資
質向上を図った。

Ａ 継続
学校教育
課

児童の保育を実施するとともに、児
童の受入態勢を整備し、待機児童
数ゼロを維持する。

保育園の再配置等に係る計画に基づき公
立保育園の整備を行い、児童受入れ体制
を整えるとともに職員の適切な配置も検討
する。

増加傾向にある未満児の保育ニーズに対応するた
め、児童の受入態勢を整備して、引き続き待機児童
ゼロを維持する。

未満児保育における職員の適切な配置や児童増へ
の職員配置を行い、待機児童ゼロを維持した。

Ａ 継続

・学校と連携を図りながら、児童クラ
ブの環境改善に努める(ｸﾗﾌﾞ担当教
員や教育補助員との連携、利用人
数に応じたクラブ室スペースの確
保、支援を必要とする児童への対応
等)。
・支援員の資質向上（専門相談員の
配置、研修会の充実）
・小規模クラブ、未開設校への対応

上越市保育園のあり方検討委員会から提
出された意見書に基づき、子育て支援機能
の充実を図るための職員体制を整える。

子育て支援機能の充実を図るための職員体制を整
え、各種特別保育事業を実施し、保護者の就労形態
や子どもの発達、家庭状況等による多様な保育ニー
ズに対応する。

各種特別保育事業を実施し、保護者の就労形態や子
どもの発達、家庭状況等による多様な保育ニーズや
育児不安の解消を図った。

Ａ 継続

男女共同参画の視点に立った子育
て支援に関する意識啓発

男女共同参画の視点に立った子育て支援
に関する講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画の視点に立った
子育てと仕事の両立等のポイントなどについて理解を
深めてもらう機会を提供する。（数値目標：センター講
座と出前講座を合わせて1講座以上）

男女共同参画の視点に立った子育て支援をテーマに
取り入れた講座（センター講座2講座）の開催により意
識啓発を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

②男女共同参画の視点に
立った介護支援施策の充
実

男女共同参画の視点に立った介護
支援に関する意識啓発

男女共同参画の視点に立った介護支援に
関する講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画の視点に立った
介護支援の意義や重要性について理解を深めてもら
う機会を提供する。（数値目標：センター講座と出前講
座を合わせて1講座以上）

男女共同参画の視点に立った介護支援をテーマに取
り入れた講座（センター講座1講座）の開催により意識
啓発を図った。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

令和2年度（実績）施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

こども課

保育課
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【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (3) 生涯を通じた女性の心と体の健康支援　

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①女性の性と生殖に関す
る健康と権利（リプロダク
ティブ・ヘルス／ライツ）の
普及啓発

女性の性と生殖に関する健康と権
利に関する普及啓発及び生涯を通
じた健康保持

女性の性と生殖に関する健康と権利及び
生涯を通じた健康保持に関係する講座を
開催する。

講座の開催を通じて、性と生殖に関する健康と権利
について理解と認知を高めてもらう機会を提供する。
（数値目標：センター講座1講座以上）

女性の性と生殖に関する健康と権利及び健康保持を
テーマに取り入れた講座の開催（センター講座1講
座）により普及啓発を図った。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

保健体育の授業（「心身の機能の発
達と健康」「健康な生活と疾病の予
防」）及び保健指導において、性に
関する正しい知識を指導する。

各校園ごとに性に関する指導の全体計画
を作成し、「性に関する指導」を年間計画に
位置付け実施する。

各校園における「性に関する指導」の実施率90％以
上を目指す。

性に関する指導の全体計画の作成、「生命の尊厳」
「男女の体のつくり」「二次性徴の発現と特徴」「性感
染症」「男女の役割」等に係る授業及び保健指導の実
施を行うように指導した。（72校すべての学校で実施）

Ａ 継続
学校教育
課

②生涯を通じた健康保持
への支援及び健康相談の
充実

健康づくりリーダー･食生活改善推
進員･運動普及推進員の合同研修
会での啓発活動

健康づくり推進活動チーム研修会において
女性の健康づくりについて啓発する。

女性の健康づくりへの意識向上と行動変容を目的
に、健康づくり推進活動チーム研修会、食生活改善
推進員、運動普及推進員の研修会において女性の
健康づくりを含む生涯を通じた健康づくりについて啓
発を行う。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、健康
づくり推進活動チーム研修会、及び、食生活改善推
進員、運動普及推進員研修会は中止としたが、文書
で啓発活動を行った。

Ｂ 継続

子宮頸がんや乳がんの女性特有の
がんを早期に発見するためがん検
診を実施する。

･子宮頸がん検診：20歳以上の女性を対象
に実施
･乳がん検診：40歳以上の女性を対象に実
施
・検診会場にて乳がんの自己触診方法に
ついて健康教育を実施

上越市の死亡原因の第1位である「がん」の予防のた
めの情報提供と各種がん検診を実施することにより、
早期発見・早期治療に結び付け、市民の健康寿命の
延伸と医療費負担の軽減を図る。
子宮頸がんと乳がんの検診受診者の受診率を前年
度より増加させる。

・受診勧奨
・モバイル受付
・無料クーポン券配布
  子宮頸がん検診（21歳のみ）
  乳がん検診（41歳のみ）
・土曜日・日曜日健診の実施

Ｂ 継続

※予定どおりに取組を実施したが、新
型コロナウイルス感染症拡大による受
診控えのため、受診率を前年度より増
加させることができなかった。

妊婦一般健康診査費用を公費負担
することにより、妊娠中の健康管理
及び女性の健康の保持・増進を図
る。

・妊婦一般健康診査：妊娠届出を行った市
民を対象に受診票を交付する
・公費負担回数：14回

妊婦一般健康診査費用の公費負担を継続し、妊婦が
必要な健診を受診し健康管理を行うことにより、安心
して妊娠期を過ごし出産を迎えることができるように
する。

妊婦一般健康診査公費負担14回、及び、妊娠届出時
における受診勧奨を行い、女性の健康の保持・増進
を図った。 Ａ 継続

実施主体をスポーツ協会等とし、女
性の関心が高く、参加しやすい教室
等を開催し、女性の健康増進･体力
維持の機会を提供する。

実施主体をスポーツ協会等とし、広報上越
等に教室情報を掲載し、周知を図る。

・女性が参加しやすい各種教室の開催
・市ホームページを通じた画像・動画による運動情報
の発信

・広報上越に教室情報を掲載して周知を図り、事業の
実施を支援することにより、女性の健康増進・体力維
持の機会を提供した。
・市ホームページを通じて画像・動画による運動情報
を発信した。
（教室の開催数：731回）

Ａ 継続
スポーツ
推進課

産前・産後の体調不良のため、家事
や育児が困難な家庭及び多胎児を
出生した家庭に対して、安心して妊
娠期や産後を迎えられるよう、ホー
ムヘルパーを派遣する。
（産前・産後ヘルパー派遣事業）

・派遣期間：妊娠中及び産後16週以内で、
60時間を限度とする。（多胎児の場合は妊
娠中及び産後1年以内、70時間を限度）
・派遣内容：家事援助、兄姉の世話、乳児
の世話、母親への支援
・委託先：上越市社会福祉協議会他市内4
事業所

関係医療機関や母子保健事業等において事業内容
の周知を図ることにより、必要な家庭がもれなく制度
を利用できるようにする。

母子保健事業における周知、及び、産科医療機関及
び関係団体への制度説明の実施により制度の適切
な利用を促した。

Ａ 継続

「たばこと健康」に関する情報提供を
行い、禁煙への意識の向上を目指
す。
女性自身の喫煙や受動喫煙による
女性(妊婦含む)の健康被害につい
て啓発する。

・母子健康手帳交付時やすくすく赤ちゃん
セミナー参加者に対して、禁煙・受動喫煙
防止についての資料を配付。
・健診受診者のうち、喫煙する者に喫煙に
よる影響についての資料を配付。
・広報誌等で喫煙及び受動喫煙による健康
への影響について情報提供を行う。

たばこと健康についての正しい知識の普及・啓発に努
め、たばこの害から市民の健康を守り、クリーンな環
境の整備に努める。
妊婦の喫煙率1.0％以下を目指す。

妊産婦喫煙防止（母子手帳交付、3か月健診におい
て妊産婦等に対して、禁煙に向けた指導を行った。）
妊婦の喫煙率1.7％
未成年者喫煙防止、受動喫煙防止に基づき、健康被
害の啓発を実施した。（小学6年生、中学3年生）

Ｂ 継続

助産師による女性の健康相談を行
い、思春期から妊娠・出産・育児さら
に不妊や更年期など各期の不安の
軽減や知識の普及を図る。

電話及び来所による健康相談室の開設
・月・木・金　午前9：30～11：30　・金　午後
18：30～20：30（祝祭日除く、電話相談の
み）

相談先を周知し、健康相談室の適切な利用を促すと
ともに関係機関と連携をし、不安の軽減及び女性の
健康の保持・増進を図る。

母子保健事業における周知、及び、ホームページで
の周知により、女性の健康保持・増進、不安軽減を
図った。
（相談件数409件）

Ａ 継続

生後4か月までの乳児のいる家庭等
を訪問し、子育て支援や発育・発
達、栄養に関する情報提供や養育
環境等の把握、必要な相談・保健指
導を行う。

・妊産婦・新生児訪問指導事業：妊婦・産
婦・新生児のいる家庭を助産師が訪問す
る。
・こんにちは赤ちゃん事業：新生児訪問を
受けていない生後4か月児までの家庭を保
健師等が行う。
・子育てに関する情報提供や子育て相談、
個々の発育発達にあった支援を行う。

子育て支援や発育・発達、栄養に関する情報提供を
行うことにより、安心して育児を行うと共に母子の健
康の保持増進を図る。
出生児の全数訪問を目指す。未訪問者に対して健康
診査やその後の訪問等により支援する。

・妊産婦・新生児訪問の実施
・こんにちは赤ちゃん訪問の実施
・未訪問者の把握及び支援の実施
・産後うつ病のハイリスク者等、支援が必要な産婦へ
の継続的な支援の実施。 Ａ 継続

中学校、高等学校を対象に、生徒自
身が心と身体の特徴を理解するとと
もに次世代を生み育てる体づくりを
する大事な時期であることを認識
し、望ましい生活習慣を選択する力
をつけることができるよう健康教育
を行う。

中学校で「命、きずなを考える講座」、高等
学校で「思春期保健講座」を開催する。

次世代を生み育てるための重要な時期である中学生
及び高校生が、自分や異性の体や生命の大切さ等を
学ぶことにより、自分自身の自己肯定感を高めること
ができるよう支援する。

中学校での「命、きずなを考える講座」の実施（66
回）、及び、高等学校での「思春期保健講座」の実施
（37回）により健康教育への支援を図った。

Ａ 継続

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和2年度（実績）

健康づくり
推進課

健康づくり
推進課

5／11



【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (4) 貧困等により困難を抱えた男女が安心して暮らせる環境の整備

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①生活困窮者の自立促
進の支援

生活困窮者自立支援法（平成27年4
月施行）に基づき、生活困窮者に対
して自立に向けた各種の支援を行
う。

生活困窮者自立支援制度による各種の支
援を実施する。

生活困窮者の状況に応じた包括的かつ継続的な支
援により、困窮状態から早期に自立できるよう支援す
る。
・自立相談支援機関利用件数（登録者数）年間160件
以上

生活困窮者自立支援制度に基づく事業を展開した。
・自立相談支援
・住居確保給付金の給付
・就労準備支援
・家計相談支援
・一時生活支援
※自立相談支援機関利用件数 年間319件

Ａ
見直し・

改善

生活困窮にかかる相談窓口を市内複
数個所に増やし、それぞれの地域で支
援につながりやすい環境を整えた。

福祉課

②ひとり親家庭等への支
援の充実

ひとり親家庭等の生活の安定等を
図るため児童扶養手当を支給する。

ひとり親家庭等に児童扶養手当を支給す
る。

申請漏れ0件とする 離婚届や他手当の受給者変更届、住所変更届等の
手続きにあわせて児童扶養手当の周知を徹底し、申
請漏れがないよう徹底した。 Ａ 継続

ひとり親家庭等の経済的負担の軽
減を図るため、医療費を助成する。

ひとり親家庭等に対し、医療費を助成す
る。

申請漏れ0件とする 離婚届や他手当の受給者変更届、住所変更届等の
手続きにあわせてひとり親家庭等医療費助成の周知
を徹底し、申請漏れがないよう徹底した。 Ａ 継続

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり

重点目標 (1) 女性の能力発揮への支援

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

スキルアップを目的として認定職業
訓練機関が開催する各種講習会の
情報提供

広報上越への掲載による能力開発機会を
情報提供

スキルアップを進めるため、講座情報を広報上越に
24件以上掲載する。

後援や共催している講座がなかったため、掲載の実
績なし。

Ｄ 継続

後援や共催をする講座の開催がなかっ
たため、広報上越に講座情報を掲載で
きなかった。

女性労働者の福祉増進と地位向上
に向けた女性サポートセンター事業
の開催

女性の能力発揮に向けた各種講座等を開
催する。

女性労働者の福祉の増進と地位の向上に向けた講
座を開催し定員の７割以上の参加を目指すとともに、
女性の雇用に関する相談窓口を月1回事前予約制で
設置するほか、開設日以外でも相談があれば随時対
応する。

女性労働者の福祉の増進と地位の向上に向けた講
座を開催した。事業については、女性サポートセン
ター運営委員会の意見を反映しながら実施した。

Ｂ 継続

講座参加者が定員の7割以上に満たな
かったため。

女性の人材育成及び能力発揮に向
けた意識啓発

女性の人材育成及び能力発揮に向けた意
識啓発のための講座を開催する。

女性の活躍推進に向け、そのスキル向上を図るため
の講座を開催し、能力を十分発揮するための環境づ
くりのための機会を提供する。（数値目標：センター講
座1講座以上）

女性の人材育成及び能力発揮、女性の活躍推進に
向けた意識啓発をテーマに取り入れた講座（センター
講座2講座）を開催した。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

②女性の再就職への支
援

女性の就労支援事業を実施 女性のための再就職支援セミナー(個人向
け)

女性のための再就職支援セミナーを開催し定員の7
割以上の参加を目指すとともに就労支援事業を実施
し、女性が再就職しやすい環境を整える。

女性のための再就職支援セミナーを開催したほか
（参加者：定員の75％）、関係機関との協議、調整、状
況把握を行い、女性の再就職への支援した。 Ａ 継続

産業政策
課

母子・父子自立支援員によるひとり
親家庭自立支援プログラム作成

ひとり親に対し、自立に必要な情報提供や
相談を行い、職業能力の向上や求職活動
を支援する。

支援が必要なひとり親の自立支援プログラムを策定
し、就労に結び付ける。

ひとり親に対し、自立に必要な情報提供や相談を行
い、職業能力の向上や求職活動を支援した。

Ａ 継続 こども課

女性の再就職への支援につながる
情報の収集及び提供

国や県、関係団体などが実施する関連講
座や新たな制度などについて情報収集す
るとともに、男女共同参画推進センターな
どで関連情報を提供する。

継続的に関連情報を収集するとともに、配置物の定
期的な入れ替えを行い、市民に最新の情報を提供す
る。

国や県、関係団体などが実施する関連講座や新たな
制度などの情報を収集するとともに関連情報を提供
し、女性の再就職への支援を進めた。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和2年度（実績）

①女性の人材育成に向け
た各種講座の開催

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和2年度（実績）

こども課

産業政策
課
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【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり

重点目標 (2) 企業、団体、学校、地域等における方針決定の場への女性の参画推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

農業経営に対する女性参画の推進 新潟県農村地域生活アドバイザーを確保
する。

農業経営における女性参画を推進するため、新潟県
農村地域生活アドバイザーを確保する。
（数値目標）認定者数：1人

新潟県農村地域生活アドバイザーの確保に向けて県
振興局と連携し、候補者を複数人選定し呼び掛けを
行い女性の参画推進を図ったが、アドバイザーの確
保には至らなかった。
（取組実績）認定者数：0人

Ｂ 継続 農政課

女性人材バンク
※Ⅰ-3-(3)-①と重複

女性人材に関する情報の収集及び庁内へ
の情報提供を行う。

庁内各課及び学校に対し、各種委員審議会委員や各
種講座・研修等の講師の候補者などとして活用しても
らう。

市ホームページを通じた女性人材バンクへの登録呼
び掛け、及び、関係課や学校に対する活用呼び掛け
を行い、女性の参画推進を図った。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

②女性の参画情報の調
査、公表

次世代育成支援対策推進法に基づ
く第2次上越市特定事業主行動計画
の実施
※Ⅰ-4-(2)-②と重複

･産前･産後休暇及び育児休業を取得して
いる職員の代替として臨時職員を配置す
る。また、必要に応じて正規職員で補充す
る。
･産前休暇前や職場復帰前の面談を実施
するとともに、育児休業者情報交換会を開
催して職員の不安等を解消する。
･人事課HP及び会議等で全職員に計画の
周知を徹底する。
･計画に基づき、制度の周知を行う。

・特定事業主行動計画に従い実施し、令和6年度を達
成年度とする各目標値の上昇を図る。

特定事業主行動計画に従った取組を実施した。

Ａ 継続 人事課

女性の参画・活躍情報の調査、公
表

女性の参画・活躍情報の収集・調査を行い
公表する。

女性の参画・活躍情報を収集・調査し公表することに
より、各分野における女性の参画や活躍の現状につ
いて理解を深めてもらう。

市ホームページを通じて、各分野における女性の参
画・活躍情報を提供した。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり

重点目標 (3) 市の施策・方針決定過程への女性の参画拡大

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①市の各種審議会等へ
のクオータ制の活用によ
る女性の参画推進

女性人材バンク
※Ⅰ-3-(2)-①と重複

女性人材に関する情報の収集及び庁内へ
の情報提供を行う。

庁内各課及び学校に対し、各種委員審議会委員や各
種講座・研修等の講師の候補者などとして活用しても
らう。

市ホームページを通じた女性人材バンクへの登録呼
び掛け、及び、関係課や学校に対する活用呼び掛け
を行い、女性の参画推進を図った。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

市の各種委員会・審議会等におけ
る女性委員登用率の向上

【全庁での取組】
市の各種委員会・審議会等の委員選任に
関し、改選に合わせ男女の委員比率が平
等となるよう各課に呼び掛ける。

引き続き各種審議会等における女性登用率の向上を
図るよう呼び掛けし、女性委員の登用率を現状値
（29.1%）より向上させる。

庁内に向けた「クオータ制」の趣旨及び各種審議会等
における女性登用率の向上に向けて働きかけた。
（市職員研修の場を活用） Ｃ 継続

※令和2年度末の女性委員登用率
　　　・・・28.2% (前年度比0.9ポイント減)

全庁（取り
まとめ：男
女共同参
画推進セ
ンター）

ファミリーヘルプ保育園での一時預
かり保育の実施。

制度の周知に努め、市主催の会議等に出
席する委員に対し、会議等への出席がしや
すい環境をつくる。

市主催の会議等に出席する委員に対し、会議等への
出席がしやすい状態にする。

制度の周知に努め、市主催の会議等に出席する委員
に対し、ファミリーヘルプ保育園等の利用により会議
等へ出席しやすい環境を継続した。 Ａ 継続 保育課

市の中堅幹部として必要な行政管
理能力・政策形成能力を習得する
研修の機会を男女均等に付与し、
管理職の候補となり得る職員を育成
する。

自治大学校へ、主任級の女性職員1人を派
遣する。

自治大学校への派遣研修に替えて別の研修機関へ
女性職員を派遣する。

地方創生時代の職員・組織を創るべく、派遣先につい
ては毎年検討・見直しを行っている。令和2年度は市
の人材マネジメントの中心となる職員を養成するた
め、自治大学校への派遣研修に替えて別の研修機
関へ女性職員2人を派遣した。

Ａ 継続

女性職員の積極登用 女性職員を様々な分野へ積極的に登用す
る。

女性職員数の増加に向け、受験者の女性の割合を
増加させるとともに、女性職員・男性職員の区別なく、
公正に職員を採用し、様々な分野へ積極的に登用す
る。

・職員の採用に当たり、子育て支援制度等、働きやす
い職場であることを周知した上で、受験者の能力・適
性に基づく公正な採用選考を行う。（職員採用ガイド
の作成・配布、各種説明会での周知、職員採用試験
の実施）
・職員の自己申告書や能力・適性を踏まえ、様々な分
野へ積極的に登用した。

Ａ 継続

①女性人材の情報収集、
整備、提供

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和2年度（実績）

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和2年度（実績）

②女性職員の積極的な登
用

人事課
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【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

  基本目標 ４　推進体制の整備

重点目標 (1) 男女共同参画推進センターの充実

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

男女共同参画に関する市の取組の
紹介

「上越市の男女共同参画の取組」冊子の作
成と配布による周知・啓発

上越市の男女共同参画に関する取組・事業内容をま
とめた冊子「上越市の男女共同参画の取組」を作成
するとともに、その内容を上越市ホームページへ公開
し、理解を深めてもらう。

上越市の男女共同参画に関する取組の公表
・冊子「上越市の男女共同参画の取組」の作成
・上越市ホームページでの公開

Ａ 継続

男女共同参画に関する市民への啓
発
※Ⅰ-1-(1)-①と重複

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」を
発行し、男女共同参画推進センターの取組
及び男女共同参画に関する情報を紹介す
る。

情報紙の発行を通じて、男女共同参画推進センター
や男女共同参画について知り、考えてもらう機会を提
供する。
（数値目標：年4回(6、9、12、3月)発行）

・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行によ
り市民への啓発を進めた。（年4回・町内会班回覧は
年1回）
※紙面作成に当たっては、センター登録団体懇談会
での意見を反映させた。

Ａ 継続

市民への男女共同参画に関係する
情報提供と情報発信

男女共同参画に関する図書を購入し、市民
へ情報提供と情報発信を行う。

男女共同参画に関する図書を充実させ、貸し出すこと
により、男女共同参画に関する理解を深めてもらう。
(数値目標：図書貸出数280冊以上・貸出人数90人以
上)

男女共同参画関係図書の購入及び貸出により、市民
への情報提供・情報発信を行った。（貸出267冊数、
貸出人数83人） Ｂ 継続

図書コーナーの周知を図り、引き続き市
民への利用を促していく。

②市民や活動団体への
支援

男女共同参画の活動団体への支援 ・男女共同参画推進センター登録体懇談
会・研修会の開催
・男女共同参画に関する情報の提供

登録団体への情報提供や、登録団体間の交流・連携
を図る機会を設けることにより、登録団体の企画力、
運営力向上につなげていく。（数値目標：懇談会・研修
会計4回以上開催）

男女共同参画団体の支援
・センター登録団体懇談会の開催（4回）
・研修会の実施（0回）
・各種情報の提供（随時） Ａ 継続

新型コロナウイルス感染症の拡大のた
め、新潟市での研修会の参加を見合わ
せた。

センター登録団体等との連携 センター登録団体への講座の委託及び協
働による講座の運営。

講座の企画・運営を委託することにより、登録団体の
持つ専門性やネットワークの活用が図られ、市民目
線による分かりやすい講座の開催につなげる。(数値
目標：7講座委託)

市が指定したテーマに基づき、男女共同参画推進セ
ンター登録団体に企画と運営を委託し、講座を開催し
た。（7講座 9回）

Ａ 継続

  基本目標 ４　推進体制の整備

重点目標 (2) 男女共同参画社会を目指す全庁的な取組の推進

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①市職員への研修会の
実施

セクシュアル･ハラスメント防止対策
周知

研修（特に課長級・副課長級職員対象）時
に、セクシュアル・ハラスメントの防止につ
いて周知し、課内でハラスメントが起きない
環境整備に努める。

「上越市ハラスメント防止及び対応に関する指針」（以
下、「ハラスメント防止指針」という。）を令和2年6月ま
でに策定する。
ハラスメント防止指針に基づき、職員への周知を行う
とともにハラスメントの実情を把握し、現状に即した情
報を提供できるようにする。

・ハラスメントのない良好な職場環境を整備するた
め、ハラスメント防止指針を令和2年6月に策定し、職
員に周知した。
・主任級から課長級までの全ての階層別研修におい
て、ハラスメントの基礎知識及び防止に関する講義を
実施した。

Ａ 継続 人事課

広報上越やホームページの作成時
及びメディアを通じた情報発信にお
いてもジェンダーの視点で行うた
め、職員研修を行う。

広報上越やホームページの作成時及びメ
ディアを通じた情報発信においてもジェン
ダーの視点で行うため、広報主任の研修を
行う。

広報上越や市ホームページなどへの情報発信につい
ては、男女共同参画に基づいた視点による表現、原
稿作成、情報提供を行う。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、4
月に開催を予定していた広報主任会議の開催に代え
て資料を配布し、職員への意識づけを図った。 Ａ 継続

広報対話
課

男女共同参画に関する保育士及び
幼稚園教諭の意識啓発

男女共同参画の考えに立った業務の遂行
を図るため保育園及び幼稚園職員に対し
て研修会を実施する。

保育士向け研修会を開催し、第3次基本計画の趣
旨、目指す方向・取組について理解を深めてもらう。
（数値目標：1回開催）

保育士向け研修会を開催し、意識啓発を図った。

Ａ 継続

男女共同参画に関する職員の意識
啓発

男女共同参画の考えに立った業務の遂行
を図るため職員研修会を開催する。

職員向けの研修会を開催し、第3次基本計画の趣
旨、目指す方向・取組について理解を深めてもらう。
（数値目標：1回開催）

職員向け研修会を開催し、意識啓発を図った。

Ａ 継続

令和2年度（実績）

①男女共同参画に関する
情報発信の強化

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

令和2年度（実績）施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

男女共同
参画推進
センター

男女共同
参画推進
センター

男女共同
参画推進
センター
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【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

②男女共同参画の考え方
に基づいた施策の推進

職場における旧姓使用 職員から申請のあった旧姓使用について、
業務上の支障又は混乱を招く恐れがない
かを確認し、可否を判断する。

現行の制度を継続して実施する。 現行制度を継続して実施した。

Ａ 継続 人事課

男女共同参画に係る市民意識の把
握

・男女共同参画推進センター講座・出前講
座の参加者に対し、アンケートを実施する。
・上越市における男女共同参画全般に関
する市民意識調査を実施する。

講座参加者へのアンケートを通じて、男女共同参画
に関する市民の意識・現状を把握し、男女共同参画
事業の参考とする。

各種講座参加者に対し、講座の感想及び男女の地位
の平等感についてアンケートを実施し、意識・現状を
把握した。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

情報発信時におけるジェンダー視点
でのチェック

【全庁での取組】
広報じょうえつやホームページ作成時及び
メディアを通じた情報発信、周知文書等常
にジェンダーの視点からチェックする。

職員に対しジェンダーガイドラインに関する意識付け
のための情報提供を行い、職員一人一人からその意
識を持ってもらう。

ジェンダーガイドラインに関する職員向けの継続的な
周知と情報提供を行い、意識啓発を図った。（市職員
研修の場を活用）

Ａ 継続

全庁（取り
まとめ：男
女共同参
画推進セ
ンター）

人間関係、セクシュアル･ハラスメン
ト等に関する悩みや不安などに適切
に対応するための職員相談窓口制
度の充実を図る。

外部・内部の相談窓口を継続し、気軽に利
用できるよう周知する。

令和2年6月に策定する「ハラスメント防止指針」に基
づき、各種ハラスメントについて一元化した相談窓口
を設置し、その周知を図る。
相談があった場合には、迅速に応じ、適切に対応す
る。

・パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊
娠、出産、育児又は介護に関するハラスメントに関す
る相談窓口を設置し、各相談窓口の周知を図った。
・職員からの相談に迅速に応じ、適切に対応した。

Ａ 継続

次世代育成支援対策推進法に基づ
く第2次上越市特定事業主行動計画
の実施
※Ⅰ-3-(2)-②と重複

･産前･産後休暇及び育児休業を取得して
いる職員の代替として臨時職員を配置す
る。また、必要に応じて正規職員で補充す
る。
･産前休暇前や職場復帰前の面談を実施
するとともに、育児休業者情報交換会を開
催して職員の不安等を解消する。
･人事課HP及び会議等で全職員に計画の
周知を徹底する。

・特定事業主行動計画後期計画（R2～R6）に従い実
施し、令和6年度を達成年度とする各目標値の上昇を
図る。

特定事業主行動計画に従った取組を実施した。

Ａ 継続

子育て･介護のための休暇(ケアリン
グ休暇)取得運動の実施

子育てをしている職員やその家族、また、
介護する必要のある家族のある職員が、
子育てや介護等に関わるために、子育て･
介護のための休暇(ケアリング休暇)を積極
的に取得するなど、休暇を取得しやすい環
境づくりを行い、職場全体で支援する。

・特定事業主行動計画後期計画（R2～R6）に従い実
施し、令和6年度を達成年度とする目標値、「職員一
人当たりの年次休暇取得日数平均12日」を目指す。

特定事業主行動計画に従った取組を実施した。

Ａ 継続

男女双方の視点に配慮した避難所
の運営

女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の
確保などに配慮するとともに、職員配置の
男女バランス、相談体制の整備、避難住民
による避難所管理組織に対しての男女共
同参画の配慮など、男女のニーズの違い、
男女双方の視点等に立った避難所運営を
図る。

集中保管施設で保管している更衣室(兼授乳室)のほ
か、要配慮者物資としてH29年度配備した間仕切りを
活用し、プライバシー等に配慮した避難所運営に役立
てる。

集中備蓄のほか、要配慮者物資として間仕切りを各
避難所に配備を継続し、男女双方の視点に配慮した
避難所運営を図った。

Ａ 継続

女性等のニーズに対応した災害時
備蓄品の確保

女性や子育て家庭のニーズに対応した災
害時備蓄品について、計画的な確保に努
める。

女性や子育て家庭のニーズに対応した災害用備蓄物
資を平成26年度に購入し、市内16か所の拠点施設に
配備した。今後も引き続き配備を継続する。

要配慮者物資の維持管理を継続し、女性や子育て家
庭のニーズの対応に努めた。（粉ミルクは毎年度更
新）

Ａ 継続

危機管理
課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和2年度（実績）

人事課
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【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

分野Ⅱ　配偶者等からの暴力防止・被害者支援
  基本目標 １　暴力を許さない社会づくり

重点目標 (1) 暴力防止に関する人権教育の推進及び啓発

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

女性に対するあらゆる暴力の根絶と
防止に向けた啓発

情報紙に女性に対する暴力の根絶と防止
の記事を掲載し、意識啓発を図る。

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」に暴力防止
に向けた特集記事と女性相談窓口の案内を掲載し、
暴力の防止に向けた啓発活動を実施する。（数値目
標：特集記事を1回、女性相談窓口の案内は毎回掲
載）

情報紙を通じたＤＶ防止に関する啓発
・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」への継続
的な記事掲載（9/25号）を通じて、DVを始めとする主
に女性に対する暴力防止について啓発した。 Ａ 継続

女性に対するあらゆる暴力の根絶と
防止に向けた講座の開催

女性に対するあらゆる暴力の根絶と防止を
図るための講座を開催する。

センター講座及び出前講座の開催を通じて、女性に
対する暴力の根絶と防止に向けた意識醸成につなげ
てもらうための機会を提供する。（数値目標：センター
講座と出前講座を合わせて1講座以上）

ＤＶ防止をテーマに取り入れた講座の開催
・男女共同参画推進センター講座　2講座
・学校・企業・地域等を対象とする出前講座（講師の
派遣）　1講座 Ａ 継続

②セクシュアル・ハラスメ
ント等の防止に向けた啓
発

セクシュアル・ハラスメントの防止に
向けた意識啓発

セクシュアル・ハラスメントの防止に向けた
意識啓発用ＤＶＤの貸し出しや、出前講座
の開催働きかけを行う。

出前講座の開催を中心に、セクシュアル・ハラスメント
の防止意識を高めるための機会を提供する。（数値
目標：センター講座と出前講座を合わせて1講座以
上）

セクシュアル・ハラスメント防止に向けた啓発
・センター講座（2講座）・出前講座（1回）の開催

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

  基本目標 １　暴力を許さない社会づくり

重点目標 (2) 相談窓口の充実

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①女性相談事業の充実 女性に対するあらゆる暴力の根絶
に向けた女性相談の充実

女性相談員が各種研修会に参加し、ＤＶ等
に関する知識の習得や資質の上乗せを図
る。

各種研修会の参加を通して、女性相談員としての知
識や資質の上乗せを図り、複雑かつ困難化している
ケースに適切に対応できる状態にする。

国・県などが主催するＤＶ防止、被害者支援に関する
研修会に参加し、知識の習得などに努めた。

Ａ 継続

女性相談窓口の周知 女性相談カードや周知ポスターの作成を通
じて、相談窓口の周知を充実する。

女性相談カードや啓発用リーフレットのほか、大型パ
ネルの掲出など、女性の目に届きやすい方法で相談
窓口やＤＶに関する情報を提供することにより、認知
度を向上させ、一人で悩むことなく相談ができる状態
にする。

・女性相談カードの作成（2,000部）及び配布（市内施
設・医療機関・スーパーなどに配置）
・女性相談やＤＶなどについて周知するポスターの講
座等での活用（センター講座や出前講座での活用、
女性相談窓口への掲出）
・ダブルリボンキャンペーンの実施（11月）

Ａ 継続

女性に対するあらゆる暴力の根絶
に向けた他の相談機関との連携・協
力

ＤＶ被害者への的確な支援を行うため、被
害者の安全と円滑な庁内連携体制の確保
を図るとともに、関係課職員のＤＶに関する
知識を高める。

関係者間において、ＤＶ防止、被害者支援に関する情
報共有と連携体制を確認することにより、相談者・被
害者の意向や事情に沿った支援につなげられる状態
にする。

ＤＶ防止、被害者支援の関係課で組織する「DV防止
庁内連絡会議」を開催し、庁内連携体制の確保と情
報共有を図った。 Ａ 継続

男女共同
参画推進
センター

女性をはじめ市民を対象とした相談
窓口の充実

・相談に的確に対応できるよう職員の資質
向上を図る。
・相談窓口の周知に努める。

関係機関と連携しながら、子育てに関する相談に応じ
ることで、子育てに不安や負担を抱える保護者が必
要な支援を受けられる状態にする。

関係機関と連携しながら、相談窓口等の周知を行うと
ともに、子育てに関する相談に対応し、子育て不安の
解消につなげた。

Ａ 継続

健康づくり
推進課、
すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター

介護者と被介護者の暴力(身体的暴
力、言葉による暴力、介護放棄等)
の根絶をめざし、相談･支援体制を
確立

・職員の資質向上。
・関係機関、関係課との連携、相談窓口の
周知に努める。

虐待の通告を受けた際は、高齢者虐待防止マニュア
ル等を活用し、適切かつ迅速に対応する。
また、関係者間で情報を共有し、適切な支援を継続し
て実施する。

虐待の通告を受けた際は、地域包括支援センター等
の関係機関と連携し、迅速かつ適切な支援・対応を
行った。

Ａ 継続

すこやか
なくらし包
括支援セ
ンター、高
齢者支援
課

施策の方向

令和2年度（実績）

①配偶者等からのあらゆ
る暴力の根絶と防止に向
けた啓発

男女共同
参画推進
センター

　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画
担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

令和2年度（実績）

②その他相談機関との連
携

男女共同
参画推進
センター
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【資料２－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和2年度取組実績について

  基本目標 ２　被害者等への支援

重点目標 (1) 発見通報体制の整備・被害者の安全な保護

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①制度や体制、法律の認
知のための周知活動の推
進

ＤＶに関する制度や法律の周知 情報紙やパンフレット等により、制度や法
律等の概要について掲載し、市民への周
知を図る。

ＤＶの実態や、相談窓口ついての内容を記載し、配偶
者等への暴力は犯罪行為であり、決して行ってはなら
ないことを市民に周知する。(数値目標：特集記事掲
載1回)

ＤＶに関する制度などの周知
・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」や、パネ
ル・ポスターのほか、パンフレットを活用した制度周知
を行った。
・ダブルリボンキャンペーンの実施による周知を行っ
た。

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

②被害者への安全確保
のための情報提供

女性相談事業の実施（売春防止法
や、配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護等に関する法律の規
定に基づき、女性相談員を設置し売
春の防止や配偶者等からの暴力防
止、被害者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターに
おける来所相談、電話による相談、市の施
設等における出張相談
･その他：安全確保を図るための関係機関
との連絡・連携

様々な不安や悩みを抱える相談者に対し、適切な指
導・助言を行うとともに、必要に応じて関係機関及び、
庁内関係課等とも連携を図り、相談者の意向に沿っ
た支援ができる状態を維持する。
（数値目標：女性相談と関係機関等との連携不足に
起因する苦情件数0件）

女性相談窓口の設置
･3人の相談員を配置
･相談日時は、年末年始などを除く月曜～土曜の9時
～17時まで（火曜日は19時まで）
･電話及び来所相談のほか、市の施設などへ出向く
出張相談を実施し、相談者への支援を行った。（苦情
件数0件）

Ａ 継続

ＤＶ被害者の緊急一時保護支援 DV被害者の安全確保を図るため、一時保
護施設や警察等関係機関との連携を図る
とともに、緊急一時保護に係る生活費を貸
与する体制を取る。

被害者の安全を確保するため、緊急一時保護者生活
支援費を直ちに貸与できる状態を維持する。

ＤＶ被害者の緊急一時保護支援策として、要綱に基
づき、被害者の安全確保のための経費3万円を用意
し、緊急時における体制を維持した。（貸出実績なし） Ａ 継続

女性をはじめ市民を対象とした相談
窓口の充実

市民相談センターの開設
・一般相談
　市役所開庁日の毎日
・弁護士相談
　毎週金曜日の午後
　（１人30分×4コマ）
・司法書士相談
　毎週火曜日の午後（１人40分×3コマ）

市民の多様な民事に係る相談に迅速な対応ができる
よう情報収集に努めるとともに、庁内関係課との連携
体制を維持する。

市民相談センターの開設
・一般相談
　市役所開庁日の毎日（243回開催：相談件数770件）
・弁護士相談
　毎月第1～第4金曜日の午後（１人30分×4コマ）
　（47回開催：相談件数135件）
・司法書士相談
　毎週火曜日の午後（１人40分×3コマ）
  （33回開催：相談件数55件）

Ａ 継続
市民相談
センター

  基本目標 ２　被害者等への支援

重点目標 (2) 自立への支援

事業内容 事業計画 目標 取組実績 評価 方向性 理由・見直し内容等（継続以外）

①生活再建への支援 女性相談事業の実施（売春防止法
や、配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する規定に基づ
き、女性相談員を設置し売春の防止
や配偶者等からの暴力防止、被害
者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターに
おける来所相談、電話による相談、市の施
設等における出張相談
・その他：生活再建に向けた情報を提供す
るため、関係機関との連携を図る。

被害者の心のケアを第一に、相談内容に応じて、各
関係機関とも連携を図りながら、個々のケースに対応
した生活再建に向けて助言できる状態を維持する。

ＤＶ被害者に対する生活再建支援
・女性相談窓口の設置を通じた支援の実施（Ⅱ-1-
(2)）

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

②同伴者への支援 女性相談事業の実施（売春防止法
や、配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する規定に基づ
き、女性相談員を設置し売春の防止
や配偶者等からの暴力防止、被害
者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターに
おける来所相談、電話による相談、市の施
設等における出張相談
・その他：生活再建を行うにあたり、同伴者
も多大な影響があることから、それを支援
するため、関係機関との連携を図る。

被害者の心のケアを第一に、同伴者に対しても、相談
内容に応じて、各関係機関とも連携を図りながら、
個々のケースに対応した生活再建に向けて助言でき
る状態を維持する。

ＤＶ被害者の同伴者支援
・女性相談窓口の設置を通じた支援の実施（Ⅱ-1-
(2)）

Ａ 継続
男女共同
参画推進
センター

令和2年度（実績）

令和2年度（実績）

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

男女共同
参画推進
センター
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【資料２-２】

　市の各種委員会・審議会等における女性委員登用率の向上

■全庁的に取り組むべき施策に関する集約結果と結果に基づく評価（7ページ）

施策の方向 事業内容 事業計画

達成
1人以上

登用

未達成
委員への
登用なし

合計

■参考資料（審議会等における現状）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※地域協議会を除いた女性登用率 ： 31.1％

各課事業等の集約結果

8審議会等
(6.5%)

＜クオータ制の考え方＞
委員が同数（定数が奇数である時は、男女の数の差が1人であ
ること。）となるよう配慮すること。

Ⅰ 男女が等しく参画するための社会環境整備
 ３ 女性が活躍できる社会づくり
  (3) 市の施策・方針決定過程への女性の参画拡大
   ① 市の各種審議会等へのクオータ制の活用による
　　  女性の参画推進

市の各種委員会・審議会等にお
ける女性委員登用率の向上

市の各種委員会・審議会等の委
員選任に関し、改選に合わせ男
女の委員比率が平等となるよう各
課に呼び掛ける。

115審議会等
(93.5%)

クオータ制達成状況 女性委員の登用状況

25審議会等
(20.3%)

98審議会等
(79.7%)

123の審議会等

35人 6人 41人

85.4% 14.6%

309人 69人 378人

81.7% 18.3%

68.3% 31.7%

71.8% 28.2%

執
行
機
関

1.地方自治法第180条の5第1項に規定する執行機関
　・教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員
2.地方自治法第180条の5第3項に規定する執行機関
　・農業委員会、固定資産評価審査委員会

6

執行機関、審議会等 区分別登用状況（R3.3.31現在）

法令等に基づく執行機関、審議会等の区分 審議会等 男性 女性 合計

附
属
機
関

3.地方自治法第202条の5第1項に規定する地域協議会
　・地域自治区に置く地域協議会

28

4.地方自治法第202条の3の規定に基づき条例で設置する審議会及び要綱
等に基づく私的諮問機関等
　・上越市特別職報酬等審議会　など

89
392人 1,237人

123
1,189人 467人 1,656人

845人
女性委員の構成比が10％以下（12）

上越市国民保護協議会、上越市国民保護協議会幹

事会、上越市防災会議、浦川原区地域協議会、大

島区地域協議会、頸城区地域協議会、板倉区地域

協議会、津有区地域協議会、上越市都市計画審

議会、上越市美術展覧会運営委員会、上越市文化

財調査審議会、上越市農業委員会

女性委員が不在（8）

上越市地域公共交通活性化協議会、八千浦区地

域協議会、上越市クリーンセンター生活環境保全

協議会、上越地域予防接種健康被害調査委員会、

上越ものづくり振興センター運営協議会、上越

市第三セクター等評価委員会、上越市漁港運営協

議会、上越市選挙管理委員会



第3次基本計画に基づく令和3年度実施計画【総括表】

【資料３】

･･･女性活躍推進に関連する重点目標

施　策　の　方　向【35】 事業数

①広報などを通じた継続的啓発活動の推進 3

②男女共同参画の基本的知識の周知啓発の推進 1

①出前講座など地域への積極的な啓発活動の実施 5

②あらゆる分野における固定的性別役割分担意識解消への周知啓発活動の
  実施

2

①男性における男女共同参画の意義の理解促進 1

②男性の家事・育児・介護等への参画の促進 2

①保育園、幼稚園及び学校教育の場における男女平等教育の徹底 3

②教育関係者への意識啓発と男女平等教育に関する調査研究の充実 3

①ワーク・ライフ・バランスの浸透 4

②男女の均等な待遇の確保など男性中心型労働慣行の改善の更なる推進 4

③職場におけるあらゆるハラスメントの防止の取組 1

①男女共同参画の視点に立った子育て支援施策の充実 6

②男女共同参画の視点に立った介護支援施策の充実 1

①女性の性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライ
　ツ）の普及啓発

2

②生涯を通じた健康保持への支援及び健康相談の充実 9

①生活困窮者の自立促進の支援 1

②ひとり親家庭等への支援の充実 2

①女性の人材育成に向けた各種講座の開催 3

②女性の再就職への支援 3

①女性人材の情報収集、整備、提供 2

②女性の参画情報の調査、公表 2

①市の各種審議会等へのクオータ制の活用による女性の参画推進 3

②女性職員の積極的な登用 2

①男女共同参画に関する情報発信の強化 3

②市民や活動団体への支援 2

①市職員への研修会の実施 4

②男女共同参画の考え方に基づいた施策の推進 8

①配偶者等からのあらゆる暴力の根絶と防止に向けた啓発 2

②セクシュアル・ハラスメント等の防止に向けた啓発 1

①女性相談事業の充実 2

②その他相談機関との連携 3

①制度や体制、法律の認知のための周知活動の推進 1

②被害者への安全確保のための情報提供 3

①生活再建の支援 1

②同伴者への支援 1

93

施策の分野【2】 基 本 目 標【6】 重　点　目　標【17】

Ⅰ
 男女が等しく参画す
 るための社会環境整
 備

1

 男女共同参画を正しく理解で
 きる社会づくり

 ► 重点目標：4
 ► 施策の方向：8
 ► 事業数：20

(1)  男女共同参画についての理解の促進

(2)

(1)  女性の能力発揮への支援

(2)
 企業、団体、学校、地域等における方針決定の場への女性
 の参画推進

 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

(3)  男性にとっての男女共同参画の推進

(4)  子どもへの意識啓発の推進

(2)

(2)  自立への支援

 労働環境の見直しの推進

(4)
 貧困等により困難を抱えた男女が安心して暮らせる環境の
 整備

 市の施策・方針決定過程への女性の参画拡大

 子育て、介護への支援の充実

(3)  生涯を通じた女性の心と体の健康支援

合計（重複登載分を除く合計）

Ⅱ
 配偶者等からの暴力
 防止・被害者支援

1

 暴力を許さない社会づくり

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：8

(1)  暴力防止に関する人権教育の推進及び啓発

(2)  相談窓口の充実

2

 被害者等への支援

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：6

(1)  発見通報体制の整備・被害者の安全な保護

4

 推進体制の整備

 ► 重点目標：2
 ► 施策の方向：4
 ► 事業数：17

(1)  男女共同参画推進センターの充実

(2)  男女共同参画社会を目指す全庁的な取組の推進

2

 男女共同参画を実践できる環
 境づくり

 ► 重点目標：4
 ► 施策の方向：9
 ► 事業数：31

3

 女性が活躍できる社会づくり

 ► 重点目標：3
 ► 施策の方向：6
 ► 事業数：15

(1)

(3)

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1

重複1



【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

分野Ⅰ　男女が等しく参画するための社会環境整備
  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

  重点目標 (1) 男女共同参画についての理解の促進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

市役所での男女共同参画に関する情報
提供と啓発

市役所市民課ロビー及び市民プラザ男女共同参画
推進センターにおいて、センターの取組や講座情
報、各種団体の情報などを適宜分かりやすく工夫し
ながら配置し、市民向けに情報提供する。

男女共同参画に関する意識啓発を図るため、より分
かりやすく適時適切に情報提供する。

継続的な男女共同参画に関する情報の提供により市
民への意識啓発を図る。
・男女共同参画週間（6月）、女性に対する暴力の防
止（11月）、図書コーナーの利用促進など

男女共同参画に関する市民への啓発
※Ⅰ-4-(1)-①と重複

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」を発行し、
男女共同参画推進センターの取組及び男女共同
参画に関する情報を紹介する。

情報紙の発行を通じて、男女共同参画推進センター
や男女共同参画について知り、考えてもらう機会を提
供する。
（数値目標：年4回(6、9、12、3月)発行）

・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行によ
り市民への啓発を進める。（年4回・町内会班回覧は
年1回）
※紙面作成に当たっては、センター登録団体懇談会
での意見を反映させる。

男女共同参画に関係する図書・参考資
料等を閲覧・貸与するスペースの設置

男女共同参画に関係する図書・参考資料等を閲
覧・貸与するスペースを設ける。

引き続き、職員図書室に専用のスペースを設け、図
書・参考資料等を陳列することにより、職員への啓発
を推進する。

職員図書室に専用のスペースを設け、図書・参考資
料等を陳列することにより、職員への啓発を推進す
る。

人事課

②男女共同参画の基本的知識の周
知啓発の推進

男女共同参画の基本的知識の周知 男女共同参画の基本的知識の周知を目的とした講
座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画推進に関する意
義や、基本的知識について理解を深めてもらうため
の機会を提供する。（数値目標：センター講座全体で7
講座以上）

男女共同参画推進センター講座を開催し、男女共同
参画の基本的知識の周知を図る。
・センター登録団体委託：7講座
・(公財)新潟県女性財団との共催：2講座
※講座の詳細については、センター登録団体懇談会
で企画をまとめながら作成する。

男女共同参
画推進セン
ター

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

重点目標 (2) 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

事業内容 事業計画 目標 取組内容

地域や団体から申し込みを受け、人権
啓発ＤＶＤを上映する地域人権懇談会
を開催

地域や団体から申し込みを受け、人権啓発ＤＶＤを
上映する地域人権懇談会を開催

地域等で人権啓発ＤＶＤを上映する地域人権懇談会
を開催し、参加者の男女共同参画の意義などについ
て、関心や理解を深める。（数値目標：5回開催）

・民生委員児童委員協議会や町内会、事業所等で開
催（目標：5回）し、参加者の男女共同参画の意義など
について、関心や理解を深める。

人権・同和対
策室

地域において男女共同参画を応援して
いただける人材の育成

男女共同参画サポーターを対象に、地域へ男女共
同参画の輪を広げていくための研修会及び懇談会
を開催する。

研修会・懇談会をを通じてサポーター自身の知識を
高めながら、男女共同参画の輪を広げてもらえるよう
な環境を整える。（数値目標：懇談会・研修会を計4回
以上開催）

・男女共同参画サポーターを対象に、研修会及び懇
談会を開催するほか、各種講座参加者に対しサポー
ターの登録を呼びかけ、人材の育成を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

保護者への啓発方法や連携方法を工
夫する。

保護者に啓発する。 男女共同参画への理解を深めるために、各学校が男
女平等教育の授業を年1回以上公開する。

年間計画に男女平等教育の授業を位置付けさせ、授
業参観日等に保護者や地域の方々に授業を公開す
るように各学校を指導することにより啓発を進める。 学校教育課

小学校を会場に、人権を考える講話会
を開催

差別のない明るい社会を実現するため、人権を考
える講話会を開催する。

差別のない明るい社会を実現するため、人権を考え
る講話会を16小学校区で開催する。

16小学校区で人権を考える講話会を開催し、啓発を
進める。 社会教育課

地域等に向けた男女共同参画の意識
啓発

地域等に向けた男女共同参画の啓発活動や出前
講座（講師の派遣）を開催する。

地域における男女共同参画の啓発活動として、地域
住民や町内会などが開催する勉強会や研修会など
に講師を派遣する出前講座の実施を通じて、市民へ
の意識浸透を図る。（数値目標：出前講座全体で18講
座以上）

男女共同参画出前講座の開催し市民への意識浸透
を図る。
（企業や学校・町内会などが開催する男女共同参画
に関する勉強会・研修会などに講師を派遣）

男女共同参
画推進セン
ター

性別に関係なく、消防団員の入団を促
進する

出初式、商業施設、新しい社会人を励ますつどい
会場などで実施する入団促進活動に合わせて、市
民へ消防団活動は性別に関係なく活躍できること
を周知する。

消防団の活動は女性も参加･活躍できることを周知
し、男性に限った活動ではない旨を市民へ意識啓発
する。（数値目標：周知実施 2回以上）

出初式、商業施設、新しい社会人を励ますつどい会
場などで消防団員の入団促進活動に合わせて、啓発
チラシの配付等を行い、消防団活動は性別に関係な
く活躍できることを周知する。

危機管理課

固定的性別役割分担意識解消に関す
る意識啓発

固定的性別役割分担意識解消をテーマとする講座
の開催や、情報提供を行う。

講座の開催や情報提供を通じて、あらゆる分野にお
ける固定的性別役割分担意識解消に向けた意識醸
成を図る。（数値目標：センター講座と出前講座を合
わせて1講座以上、情報紙への記事掲載1回以上）

・固定的性別役割分担意識解消をテーマに取り入れ
た講座の開催、及び、情報紙の発行を通じた情報提
供により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

①出前講座など地域への積極的な
啓発活動の実施

②あらゆる分野における固定的性
別役割分担意識解消への周知啓発
活動の実施

男女共同参
画推進セン
ター

令和3年度実施計画

令和3年度実施計画

①広報などを通じた継続的啓発活
動の推進

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

重点目標 (3) 男性にとっての男女共同参画の推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①男性における男女共同参画の意
義の理解促進

男性に向けた男女共同参画の意識啓
発

情報紙に、男性に向けた男女共同参画の意識啓
発記事を掲載する。

情報紙に男性に向けた啓発記事を掲載し、男女共同
参画の意義などについて理解を深めてもらう機会を
提供する。（数値目標：1回以上掲載）

男女共同参画情報紙「ウィズじょうえつからのおたよ
り」への男性向け啓発情報を掲載し理解促進を図る。 男女共同参

画推進セン
ター

父子手帳の配布及びすくすく赤ちゃんセ
ミナーにおける意識啓発

父親の積極的な育児参加と家族ぐるみの健康づく
りを推進するため、子どもの発育・発達や子育てに
関する情報を掲載した父子手帳を配布すると共
に、すくすく赤ちゃんセミナーにおける意識啓発を
行う。

すくすく赤ちゃんセミナーでは、父親の育児参加と家
族ぐるみの健康づくりに関する内容を盛り込み、夫婦
で参加しやすいよう土日開催を継続する。
妊娠届出時における父子手帳の配布率100％を目指
す。

・すくすく赤ちゃんセミナー土日開催：2回目年間18回
（全30回）、3回目年間18回（全42回）、及び、妊娠届
出時やセミナーにおいて父子手帳の活用を促すこと
により、父親への意識啓発を行う。

健康づくり推
進課

男性の家庭生活、子育てへの参画促進
のための意識啓発

男性の家庭生活、子育てへの参画の促進に向けた
講座を開催する。

講座の開催を通じて、家庭生活や、子育てへの参画
促進のきっかけづくりを図る。（数値目標：センター講
座1講座以上）

「男性の家庭生活、子育てへの参画の促進」をテーマ
に取り入れた講座の開催により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

  基本目標 １ 男女共同参画を正しく理解できる社会づくり

重点目標 (4) 子どもへの意識啓発の推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①保育園、幼稚園及び学校教育の
場における男女平等教育の徹底

乳幼児期からの男女平等の意識の啓
発と情報の提供

保育所保育指針に基づき、子どもの性差や個人差
にも留意しつつ、性別などによる固定的な意識を植
え付けることがないよう配慮しながら、保育を実施
する。

園行事においての選曲や児童の役割分担を決める
際は、男女の分け隔てなく行うとともに、日々の保育
についても「男の子らしさ、女の子らしさ」といった固定
的な考えを持たないように配慮しながら援助する。

子どもの性差や個人差にも留意しつつ、性別などに
よる固定的な意識を植え付けることがないよう配慮し
ながら、保育を実施する。

保育課

担当者を中核とした男女平等教育の推
進

園内研修会を計画的に実施する。 男女平等教育の推進のために、年間2回以上男女平
等教育を含む人権教育、同和教育の園内研修会を
行う。

年間計画に基づき、男女平等教育に関する研修会を
実施するように幼稚園を指導する。

男女平等教育の全体計画に基づいた授
業実践

全体計画に基づいて確実に授業実践を行う。 男女平等教育の全体計画に基づき、各教科領域で指
導するとともに、年一回以上男女平等教育の授業を
行う。

男女平等教育の全体計画に基づき授業実践が行わ
れるように各学校を指導する。

担当者を中核とした男女平等教育の推
進

校内研修会を計画的に実施する。 男女平等教育に関する意識啓発を図るために、男女
共同参画推進担当者、人権教育担当者が、校外の
研修に年間1回以上参加し、その成果を確実に伝達
する。

担当者が校外の男女平等教育に関する研修に参加
するよう、各学校に指導する。

各学校における教育関係者の男女平等
教育推進状況アンケート調査の実施

学校における男女平等教育の現状と進捗状況を提
示することにより、教育関係者の意識啓発を図る。

男女平等教育推進状況アンケートを年1回以上実施
し、現状と進捗状況を明らかにし、教育関係者の意識
を高める。

男女平等教育推進状況アンケートを実施させ、その
結果を学校評価に生かすよう、各学校に指導する。

「男女平等」をテーマとする意識啓発 講座の開催や、「男女平等」に関連する情報の提
供を通じて意識啓発を図る。

講座の開催や情報提供を通じて、「男女平等」に関す
る理解を深めてもらう機会を提供する。（数値目標：セ
ンター講座と出前講座を合わせて1講座以上）

・「男女平等」をテーマとする講座の開催（センター講
座、出前講座）、及び、国・県、関係団体、男女共同参
画推進センターからの関連情報の提供を通して意識
啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

②教育関係者への意識啓発と男女
平等教育に関する調査研究の充実

学校教育課

学校教育課

②男性の家事・育児・介護等への参
画の促進

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

令和3年度実施計画

令和3年度実施計画
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

  基本目標 ２ 　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (1) 労働環境の見直しの推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①ワーク・ライフ・バランスの浸透 こころの健康づくりや自殺予防のための
基盤整備を推進

地域での自殺予防対策の推進
関係機関等とのネットワークの強化を図り、包括的
な自殺予防対策の基盤整備を推進し、自殺者の減
少を目指す。
こころの健康サポートセンターでの相談

精神保健や自殺予防に対する正しい知識の普及・啓
発に努める。また、行政機関の各部署や地域の関係
機関との連携を図るとともに、複合的・総合的な精神
保健・自殺予防対策の基盤を整備し、自殺者数の減
少を目指す。

すこやかなくらし包括支援センターや健康づくり推進
課において、こころの相談に対応し、適切な支援につ
なげる。
自殺予防対策連携会議を開催し、関係機関との情報
共有等を行うほか、併せて自殺予防研修会など、地
域における自殺予防対策を推進する。

すこやかなく
らし包括支援
センター・健
康づくり推進
課

事業者等へのワーク・ライフ・バランスに
関する意識啓発

事業者等に対する意識啓発のための広報誌や
ホームページによる周知

職場環境の改善に向けて、ワーク・ライフ・バランス等
の講座を開催し定員の7割以上の参加を目指す。

広報誌やホームページへ掲載するとともに事業所へ
のチラシの配布により周知及び働きかけを行うほか、
事業所向けの講座を開催し意識啓発を図る。

仕事と育児･介護の両立のための情報
提供

関係機関と連携し、情報提供を行う。 仕事と育児・介護の両立について、適切な理解や実
施が進むよう定期的な情報提供を行う。

市のホームページで仕事と育児・介護の両立につい
ての情報等を掲載し、広く周知を行う。

ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓
発

ワーク・ライフ・バランスや職場におけるあらゆるハ
ラスメント防止意識浸透のための講座を開催する。

センター講座や出前講座の開催を通じて、その意義
や効果について認知と理解を深めてもらう機会を提
供する。（数値目標：センター講座と出前講座を合わ
せて1講座以上）

ワーク・ライフ・バランスをテーマに取り入れた講座の
開催により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

②男女の均等な待遇の確保など男
性中心型労働慣行の改善の更なる
推進

新潟労働局、新潟県、関係機関等の行
う労働環境を向上させる取組の啓発、
情報提供

事業や制度を効果的に周知するたの広報誌や
ホームページへの掲載及びポスターの貼り出しや
チラシの配置

労働環境の改善に向けて、定期的な情報提供を行
う。（年2回以上）

関係機関が実施する取組や制度について広く周知し
労働環境の改善を進める。

産業政策課

育児･介護休業法に規定された努力事
項実施事業者に対し、建設工事の入札
参加資格者の格付けのための総合評
点に加点を行う。

建設工事入札参加資格者が、育児･介護休業法に
規定された努力事項に取り組んでいる場合、入札
参加者の格付けに際し当該事業者の総合評点へ
加点を行う。

市が発注する建設工事の入札参加資格に男女共同
参画の視点を加点し、育児･介護休業法に規定される
努力事項の取組促進を図る。

引き続き、市ホームページで入札契約制度の概要を
掲載し、育児･介護休業法に規定された努力事項実
施に対する加点制度を周知していく。

契約検査課

家族経営協定締結による女性農業者の
経営参画の推進

農業委員会だよりに家族経営協定を周知する記事
を掲載する。
協定締結の意義を農業委員・農地利用最適化推進
委員の相談活動を通じて伝える。

家族経営協定について、周知を一層すすめる。 農業委員会だよりに協定に関する記事を掲載するこ
と、及び、農業委員・農地利用最適化推進委員が相
談活動を通じて協定締結の意義を伝えることにより、
女性農業者の経営参画に取り組む。

農業者年金加入による女性農業者の老
後の経済基盤の強化

農業委員会だよりに農業者年金を周知する記事を
掲載する。
農業者年金加入のメリットを農業委員・農地利用最
適化推進委員の相談活動を通じて伝える。

農業者年金について、周知を一層すすめる。 農業委員会だよりに農業者年金に関する記事を掲載
すること、及び、農業委員・農地利用最適化推進委員
が相談活動を通じて農業者年金加入のメリットを伝え
ることにより、女性農業者の老後の経済基盤の強化
に取り組む。

③職場におけるあらゆるハラスメント
の防止の取組

職場におけるあらゆるハラスメント防止
に関する意識啓発

職場におけるあらゆるハラスメント防止意識浸透の
ための講座を開催する。

センター講座や出前講座の開催を通じて、その意義
や効果について認知と理解を深めてもらう機会を提
供する。（数値目標：センター講座と出前講座を合わ
せて1講座以上）

職場におけるあらゆるハラスメント防止をテーマに取
り入れた講座の開催により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

産業政策課

農業委員会
事務局

令和3年度実施計画
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (2) 子育て、介護への支援の充実

事業内容 事業計画 目標 取組内容

① 男女共同参画の視点に立った子
育て支援施策の充実

(事業名)子育てセミナー、ベビー健康プ
ラザ
(目的)子育てに関する知識の習得や育
児不安の解消と楽しく子育てができる環
境づくりを推進する。

・子育てセミナーを開催
・ベビー健康プラザを開催

・子育てに関する各種講座を実施し、子育ての不安
感や孤立感の緩和を図る。
・乳児を抱える保護者に、子育てに関する知識の普
及を図る。

子育てセミナー（年10回）、ベビー健康プラザ（年12
回）の開催により、子育ての不安感や孤立感の緩和、
子育てに関する知識の普及を図る。

(事業名)ファミリーサポートセンター運営
事業
(目的)地域の子育ての相互援助活動を
支援することにより、仕事と育児を両立
させ、安心して働くことのできる環境づく
りを推進する

新規の提供会員数を増やすとともに、依頼会員の
ニーズに見合った提供会員を紹介する。

新規の提供会員を増やすとともに、依頼会員のニー
ズに見合った提供会員の紹介率を100％とする。

依頼会員からのニーズに対応できるよう提供会員数
を確保するため、各種団体等を対象とした説明会を
行うなど会員募集活動を強化するとともに、養成講座
や講習会を通して、提供会員の資質向上を図り、児
童の預かり時における安全性の向上につなげる。

放課後児童クラブにおいて、共働き家庭
が増加する中、子育てと就労の両立支
援のため、昼間保護者のいない小学校
1年～6年生を有償で預かり、児童の健
全育成を図る。

・学校と連携を図りながら、児童クラブの環境改善
に努める(ｸﾗﾌﾞ担当教員や教育補助員との連携、
利用人数に応じたクラブ室スペースの確保、支援を
必要とする児童への対応 等)。
・指導員の資質向上（専門相談員の配置、研修会
の充実）
・小規模クラブ、未開設校への対応

引続き、「上越市放課後健全育成事業の設備及び運
営に関する基準を定める条例」に基づき、適切かつ
効果的な運営場所の確保、支援員及び補助員の配
置を行うとともに、運営を担う支援員等の資質向上を
図る。

・学校外で開設している児童クラブを学校内への移転
に向け学校や関係機関との調整を行うほか、学校内
での調整が困難な場合には、学校近隣の公共施設
や民間施設の借上げにて調整を行う。
・支援員等研修会を年2回以上行い、支援員等の資
質向上を図る。

学校教育課

児童の保育を実施するとともに、児童の
受入態勢を整備し、待機児童数ゼロを
維持する。

保育園の再配置等に係る計画に基づき公立保育
園の整備を行い、児童受入れ体制を整えるとともに
職員の適切な配置も検討する。

増加傾向にある未満児の保育ニーズに対応するた
め、児童の受入態勢を整備して、引き続き待機児童
ゼロを維持する。

未満児保育における職員の適切な配置や児童増へ
の職員配置を行い、待機児童ゼロを維持する。

・学校と連携を図りながら、児童クラブの
環境改善に努める(ｸﾗﾌﾞ担当教員や教
育補助員との連携、利用人数に応じた
クラブ室スペースの確保、支援を必要と
する児童への対応 等)。
・支援員の資質向上（専門相談員の配
置、研修会の充実）
・小規模クラブ、未開設校への対応

上越市保育園のあり方検討委員会から提出された
意見書に基づき、子育て支援機能の充実を図るた
めの職員体制を整える。

子育て支援機能の充実を図るための職員体制を整
え、各種特別保育事業を実施し、保護者の就労形態
や子どもの発達、家庭状況等による多様な保育ニー
ズに対応する。

各種特別保育事業を実施し、保護者の就労形態や子
どもの発達、家庭状況等による多様な保育ニーズや
育児不安の解消を図る。

男女共同参画の視点に立った子育て支
援に関する意識啓発

男女共同参画の視点に立った子育て支援に関する
講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画の視点に立った
子育てと仕事の両立等のポイントなどについて理解
を深めてもらう機会を提供する。（数値目標：センター
講座と出前講座を合わせて1講座以上）

男女共同参画の視点に立った子育て支援をテーマに
取り入れた講座の開催により意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

②男女共同参画の視点に立った介
護支援施策の充実

男女共同参画の視点に立った介護支援
に関する意識啓発

男女共同参画の視点に立った介護支援に関する
講座を開催する。

講座の開催を通じて、男女共同参画の視点に立った
介護支援の意義や重要性について理解を深めてもら
う機会を提供する。（数値目標：センター講座と出前
講座を合わせて1講座以上）

男女共同参画の視点に立った介護支援をテーマに取
り入れた講座の開催により意識啓発を図る。 男女共同参

画推進セン
ター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

こども課

保育課

令和3年度実施計画
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (3) 生涯を通じた女性の心と体の健康支援　

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①女性の性と生殖に関する健康と
権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライ
ツ）の普及啓発

女性の性と生殖に関する健康と権利に
関する普及啓発及び生涯を通じた健康
保持

女性の性と生殖に関する健康と権利及び生涯を通
じた健康保持に関係する講座を開催する。

講座の開催を通じて、性と生殖に関する健康と権利
について理解と認知を高めてもらう機会を提供する。
（数値目標：センター講座と出前講座を合わせて1講
座以上）

女性の性と生殖に関する健康と権利及び健康保持を
テーマに取り入れた講座の開催により普及啓発を図
る。

男女共同参
画推進セン
ター

保健体育の授業（「心身の機能の発達
と健康」「健康な生活と疾病の予防」）及
び保健指導において、性に関する正し
い知識を指導する。

各校園ごとに性に関する指導の全体計画を作成
し、「性に関する指導」を年間計画に位置付け実施
する。

各校園における「性に関する指導」の実施率90％以
上を目指す。

・性に関する指導の全体計画の作成
・「生命の尊厳」「男女の体のつくり」「二次性徴の発
現と特徴」「性感染症」「男女の役割」等に係る授業及
び保健指導の実施

学校教育課

②生涯を通じた健康保持への支援
及び健康相談の充実

健康づくりリーダー･食生活改善推進
員･運動普及推進員の合同研修会での
啓発活動

健康づくり推進活動チーム研修会において女性の
健康づくりについて啓発する。

女性の健康づくりへの意識向上と行動変容を目的
に、健康づくり推進活動チーム研修会、食生活改善
推進員、運動普及推進員の研修会において女性の
健康づくりを含む生涯を通じた健康づくりについて啓
発を行う。

健康づくり推進活動チーム研修会、及び、食生活改
善推進員、運動普及推進員研修会の開催により啓発
活動を進める。

子宮頸がんや乳がんの女性特有のが
んを早期に発見するためがん検診を実
施する。

･子宮頸がん検診：20歳以上の女性を対象に実施
･乳がん検診：40歳以上の女性を対象に実施
・検診会場にて乳がんの自己触診方法について健
康教育を実施

上越市の死亡原因の第1位である「がん」の予防のた
めの情報提供と各種がん検診を実施することにより、
早期発見・早期治療に結び付け、市民の健康寿命の
延伸と医療費負担の軽減を図る。
子宮頸がんと乳がんの検診受診者を受診率を前年
度より増加させる。

・受診勧奨
・モバイル受付
・無料クーポン券配布
  子宮頸がん検診（21歳のみ）
  乳がん検診（41歳のみ）
・土曜日・日曜日健診の実施

妊婦一般健康診査費用を公費負担する
ことにより、妊娠中の健康管理及び女性
の健康の保持・増進を図る。

・妊婦一般健康診査：妊娠届出を行った市民を対
象に受診票を交付する
・公費負担回数：14回

妊婦一般健康診査費用の公費負担を継続し、妊婦が
必要な健診を受診し健康管理を行うことにより、安心
して妊娠期を過ごし出産を迎えることができるように
する。

妊婦一般健康診査公費負担14回、及び、妊娠届出時
における受診勧奨を行い、女性の健康の保持・増進
を図る。

実施主体をスポーツ協会等とし、女性の
関心が高く、参加しやすい教室等を開
催し、女性の健康増進･体力維持の機
会を提供する。

実施主体をスポーツ協会等とし、広報上越等に教
室情報を掲載し、周知を図る。

・女性が参加しやすい各種教室の開催
・市ホームページを通じた画像・動画による運動情報
の発信

・広報上越に教室情報を掲載して周知を図り、事業の
実施を支援することにより、女性の健康増進・体力維
持の機会を提供する。
・市ホームページを通じて画像・動画による運動情報
を発信する。

スポーツ推進
課

産前・産後の体調不良のため、家事や
育児が困難な家庭及び多胎児を出生し
た家庭に対して、安心して妊娠期や産
後を迎えられるよう、ホームヘルパーを
派遣する。
（産前・産後ヘルパー派遣事業）

・派遣期間：妊娠中及び産後16週以内で、60時間
を限度とする。（多胎児の場合は妊娠中及び産後1
年以内、70時間を限度）
・派遣内容：家事援助、兄姉の世話、乳児の世話、
母親への支援
・委託先：上越市社会福祉協議会他市内2事業所

関係医療機関や母子保健事業等において事業内容
の周知を図ることにより、必要な家庭がもれなく制度
を利用できるようにする。

母子保健事業における周知、及び、産科医療機関及
び関係団体への制度説明の実施により制度の適切
な利用を促進する。

「たばこと健康」に関する情報提供を行
い、禁煙への意識の向上を目指す。
女性自身の喫煙や受動喫煙による女性
(妊婦含む)の健康被害について啓発す
る。

・母子健康手帳交付時やすくすく赤ちゃんセミナー
参加者に対して、禁煙・受動喫煙防止についての
資料を配付。
・健診受診者のうち、喫煙する者に喫煙による影響
についての資料を配付。
・広報誌等で喫煙及び受動喫煙による健康への影
響について情報提供を行う。

たばこと健康についての正しい知識の普及・啓発に
努め、たばこの害から市民の健康を守り、クリーンな
環境の整備に努める。
妊婦の喫煙率1.0％以下を目指す。

・妊産婦喫煙防止（母子手帳交付、3か月健診におい
て妊産婦等に対して、禁煙に向けた指導を行う。）、
未成年者喫煙防止、受動喫煙防止に基づき、健康被
害の啓発を進める。

助産師による女性の健康相談を行い、
思春期から妊娠・出産・育児さらに不妊
や更年期など各期の不安の軽減や知
識の普及を図る。

電話及び来所による健康相談室の開設
・月・木・金　午前9：30～11：30
・金　午後18：30～20：30（祝祭日除く、電話相談の
み）

相談先を周知し、健康相談室の適切な利用を促すと
ともに関係機関と連携をし、不安の軽減及び女性の
健康の保持・増進を図る。

母子保健事業における周知、及び、ホームページで
の周知により、女性の健康保持・増進、不安軽減を図
る。

生後4か月までの乳児のいる家庭等を
訪問し、子育て支援や発育・発達、栄養
に関する情報提供や養育環境等の把
握、必要な相談・保健指導を行う。

・妊産婦・新生児訪問指導事業：妊婦・産婦・新生
児のいる家庭を助産師が訪問する。
・こんにちは赤ちゃん事業：新生児訪問を受けてい
ない生後4か月児までの家庭を保健師等が行う。
・子育てに関する情報提供や子育て相談、個々の
発育発達にあった支援を行う。

子育て支援や発育・発達、栄養に関する情報提供を
行うことにより、安心して育児を行うと共に母子の健
康の保持増進を図る。
出生児の全数訪問を目指す。未訪問者に対して健康
診査やその後の訪問等により支援する。

・妊産婦・新生児訪問の実施
・こんにちは赤ちゃん訪問の実施
・未訪問者の把握及び支援の実施
・産後うつ病のハイリスク者等、支援が必要な産婦へ
の継続的な支援の実施。

中学校、高等学校を対象に、生徒自身
が心と身体の特徴を理解するとともに次
世代を生み育てる体づくりをする大事な
時期であることを認識し、望ましい生活
習慣を選択する力をつけることができる
よう健康教育を行う。

中学校で「命、きずなを考える講座」、高等学校で
「思春期保健講座」を開催する。

次世代を生み育てるための重要な時期である中学生
及び高校生が、自分や異性の体や生命の大切さ等を
学ぶことにより、自分自身の自己肯定感を高めること
ができるよう支援する。

・中学校での「命、きずなを考える講座」の実施、及
び、高等学校での「思春期保健講座」の実施により健
康教育への支援を図る。

健康づくり推
進課

健康づくり推
進課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3月年度実施計画
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

  基本目標 ２　男女共同参画を実践できる環境づくり

重点目標 (4) 貧困等により困難を抱えた男女が安心して暮らせる環境の整備

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①生活困窮者の自立促進の支援 生活困窮者自立支援法（平成27年4月
施行）に基づき、生活困窮者に対して自
立に向けた各種の支援を行う。

生活困窮者自立支援制度による各種の支援を実
施する。

生活困窮者の状況に応じた包括的かつ継続的な支
援により、困窮状態から早期に自立できるよう支援す
る。
自立相談支援機関利用件数（登録者数）年間160件
以上

生活困窮者自立支援制度に基づく事業を展開する。
・自立相談支援
・住居確保給付金の給付
・就労準備支援
・家計相談支援
・一時生活支援

福祉課

②ひとり親家庭等への支援の充実 ひとり親家庭等の生活の安定等を図る
ため児童扶養手当を支給する。

ひとり親家庭等に児童扶養手当を支給する。 申請漏れ0件とする 離婚届や他手当の受給者変更届、住所変更届等の
手続きにあわせて児童扶養手当の周知を徹底し、申
請漏れがないよう徹底する。

ひとり親家庭等の経済的負担の軽減を
図るため、医療費を助成する。

ひとり親家庭等に対し、医療費を助成する。 申請漏れ0件とする 離婚届や他手当の受給者変更届、住所変更届等の
手続きにあわせてひとり親家庭等医療費助成の周知
を徹底し、申請漏れがないよう徹底する。

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり

重点目標 (1) 女性の能力発揮への支援

事業内容 事業計画 目標 取組内容

スキルアップを目的として認定職業訓練
機関が開催する各種講習会の情報提
供

広報上越への掲載による能力開発機会を情報提
供

スキルアップを進めるため、講座情報を広報上越に
24件以上掲載する。

広報上越に能力開発機会の情報を掲載し女性の人
材育成を図る。

女性労働者の福祉増進と地位向上に向
けた女性サポートセンター事業の開催

女性の能力発揮に向けた各種講座等を開催する。 女性労働者の福祉の増進と地位の向上に向けた講
座を開催し定員の7割以上の参加を目指すとともに、
女性の雇用に関する相談窓口を月1回事前予約制で
設置するほか、開設日以外でも相談があれば随時対
応する。

女性労働者の福祉の増進と地位の向上に向けた講
座を開催する。事業については、女性サポートセン
ター運営委員会の意見を反映しながら実施する。

女性の人材育成及び能力発揮に向け
た意識啓発

女性の人材育成及び能力発揮に向けた意識啓発
のための講座を開催する。

女性の活躍推進に向け、そのスキル向上を図るため
の講座を開催し、能力を十分発揮するための環境づ
くりのための機会を提供する。（数値目標：センター講
座1講座以上）

女性の人材育成及び能力発揮、女性の活躍推進に
向けた意識啓発をテーマに取り入れた講座を開催す
る。

男女共同参
画推進セン
ター

②女性の再就職への支援 女性の就労支援事業を実施 女性のための再就職支援セミナー(個人向け) 女性のための再就職支援セミナーを開催し定員の7
割以上の参加を目指すとともに就労支援事業を実施
し、女性が再就職しやすい環境を整える。

女性のための再就職支援セミナーを開催するほか、
関係機関との協議、調整、状況把握を行い、女性の
再就職への支援する。 産業政策課

母子・父子自立支援員によるひとり親家
庭自立支援プログラム作成

ひとり親に対し、自立に必要な情報提供や相談を
行い、職業能力の向上や求職活動を支援する。

支援が必要なひとり親の自立支援プログラムを策定
し、就労に結び付ける。

ひとり親に対し、自立に必要な情報提供や相談を行
い、職業能力の向上や求職活動を支援する。 こども課

女性の再就職への支援につながる情報
の収集及び提供

国や県、関係団体などが実施する関連講座や新た
な制度などについて情報収集するとともに、男女共
同参画推進センターなどで関連情報を提供する。

継続的に関連情報を収集するとともに、配置物の定
期的な入れ替えを行い、市民に最新の情報を提供す
る。

国や県、関係団体などが実施する関連講座や新たな
制度などの情報を収集するとともに関連情報を提供
し、女性の再就職への支援を進める。

男女共同参
画推進セン
ター

こども課

産業政策課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

①女性の人材育成に向けた各種講
座の開催

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度（予定）

令和3年度実施計画
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり

重点目標 (2) 企業、団体、学校、地域等における方針決定の場への女性の参画推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

農業経営に対する女性参画の推進 新潟県農村地域生活アドバイザーを確保する。 農業経営における女性参画を推進するため、新潟県
農村地域生活アドバイザーを確保する。
（数値目標）認定者数；1人

新潟県農村地域生活アドバイザーの確保に向けて県
振興局と連携し、候補者を複数人選定し呼び掛けを
行い、女性の参画推進を図る。 農政課

女性人材バンク
※Ⅰ-3-(3)-①と重複

女性人材に関する情報の収集及び庁内への情報
提供を行う。

庁内各課及び学校に対し、各種委員審議会委員や
各種講座・研修等の講師の候補者などとして活用し
てもらう。

市ホームページを通じた女性人材バンクへの登録呼
び掛け、及び、関係課や学校に対する活用呼び掛け
を行い、女性の参画推進を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

②女性の参画情報の調査、公表 次世代育成支援対策推進法に基づく第
2次上越市特定事業主行動計画の実施
※Ⅰ-4-(2)-②と重複

･産前･産後休暇及び育児休業を取得している職員
の代替として臨時職員を配置する。また、必要に応
じて正規職員で補充する。
･産前休暇前や職場復帰前の面談を実施するとと
もに、育児休業者情報交換会を開催して職員の不
安等を解消する。
･人事課HP及び会議等で全職員に計画の周知を徹
底する。
･計画に基づき、制度の周知を行う。

・特定事業主行動計画に従い実施し、令和6年度を達
成年度とする各目標値の上昇を図る。

特定事業主行動計画に従った取組の実施

人事課

女性の参画・活躍情報の調査、公表 女性の参画・活躍情報の収集・調査を行い公表す
る。

女性の参画・活躍情報を収集・調査し公表することに
より、各分野における女性の参画や活躍の現状につ
いて理解を深めてもらう。

情報紙や市ホームページ等を通じて、各分野におけ
る女性の参画・活躍情報を提供する。 男女共同参

画推進セン
ター

  基本目標 ３　女性が活躍できる社会づくり

重点目標 (3) 市の施策・方針決定過程への女性の参画拡大

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①市の各種審議会等へのクオータ
制の活用による女性の参画推進

女性人材バンク
※Ⅰ-3-(2)-①と重複

女性人材に関する情報の収集及び庁内への情報
提供を行う。

庁内各課及び学校に対し、各種委員審議会委員や
各種講座・研修等の講師の候補者などとして活用し
てもらう。

市ホームページを通じた女性人材バンクへの登録呼
び掛け、及び、関係課や学校に対する活用呼び掛け
を行い、女性の参画推進を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

市の各種委員会・審議会等における女
性委員登用率の向上

【全庁での取組】
市の各種委員会・審議会等の委員選任に関し、改
選に合わせ男女の委員比率が平等となるよう各課
に呼び掛ける。

引き続き各種審議会等における女性登用率の向上を
図るよう呼び掛けし、女性委員の登用率を現状値
（28.1%）より向上させる。

庁内に向けた「クオータ制」の趣旨及び各種審議会等
における女性登用率の向上に向けて働きかける。

全庁（取りまと
め：男女共同
参画推進セン
ター）

ファミリーヘルプ保育園での一時預かり
保育の実施。

制度の周知に努め、市主催の会議等に出席する委
員に対し、会議等への出席がしやすい環境をつく
る。

市主催の会議等に出席する委員に対し、会議等への
出席がしやすい状態にする。

制度の周知に努め、市主催の会議等に出席する委
員に対し、ファミリーヘルプ保育園等の利用により会
議等へ出席しやすい環境を継続する。 保育課

市の中堅幹部として必要な行政管理能
力・政策形成能力を習得する研修の機
会を男女均等に付与し、管理職の候補
となり得る職員を育成する。

自治大学校へ、主任級の女性職員1人を派遣す
る。

外部研修機関、省庁等に女性職員を派遣する。 地方創生時代の職員・組織を創るべく、派遣先につい
ては毎年検討・見直しを行っている。令和3年度は、
自らの政策形成能力、調整能力等を高めるため、外
部研修機関、省庁等に女性職員を派遣する。

女性職員の積極登用 女性職員を様々な分野へ積極的に登用する。 女性職員数の増加に向け、受験者の女性の割合を
増加させるとともに、女性職員・男性職員の区別なく、
公正に職員を採用し、様々な分野へ積極的に登用す
る。

・職員の採用に当たり、子育て支援制度等、働きやす
い職場であることを周知した上で、受験者の能力・適
性に基づく公正な採用選考を行う。（職員採用ガイド
の作成・配布、各種説明会での周知、職員採用試験
の実施）
・職員の自己申告書や能力・適性を踏まえ、様々な分
野へ積極的に登用する。

人事課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

②女性職員の積極的な登用

令和3年度実施計画

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度実施計画

①女性人材の情報収集、整備、提
供
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

  基本目標 ４　推進体制の整備

重点目標 (1) 男女共同参画推進センターの充実

事業内容 事業計画 目標 取組内容

男女共同参画に関する市の取組の紹
介

「上越市の男女共同参画の取組」冊子の作成と配
布による周知・啓発

上越市の男女共同参画に関する取組・事業内容をま
とめた冊子「上越市の男女共同参画の取組」を作成
するとともに、その内容を上越市ホームページへ公開
し、理解を深めてもらう。

上越市の男女共同参画に関する取組の公表
・冊子「上越市の男女共同参画の取組」の作成
・上越市ホームページでの公開

男女共同参画に関する市民への啓発
※Ⅰ-1-(1)-①と重複

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」を発行し、
男女共同参画推進センターの取組及び男女共同
参画に関する情報を紹介する。

情報紙の発行を通じて、男女共同参画推進センター
や男女共同参画について知り、考えてもらう機会を提
供する。（数値目標：年4回(6、9、12、3月)発行）

・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」の発行によ
り市民への啓発を進める。（年4回・町内会班回覧は
年1回）
※紙面作成に当たっては、センター登録団体懇談会
での意見を反映させる。

市民への男女共同参画に関係する情
報提供と情報発信

男女共同参画に関する図書を購入し、市民へ情報
提供と情報発信を行う。

男女共同参画に関する図書を充実させ、貸し出すこ
とにより、男女共同参画に関する理解を深めてもら
う。(数値目標：図書貸出数280冊以上・貸出人数90人
以上)

男女共同参画関係図書の購入及び貸出により、市民
への情報提供・情報発信を行う。

②市民や活動団体への支援 男女共同参画の活動団体への支援 ・男女共同参画推進センター登録体懇談会・研修
会の開催
・男女共同参画に関する情報の提供

登録団体への情報提供や、登録団体間の交流・連携
を図る機会を設けることにより、登録団体の企画力、
運営力向上につなげていく。（数値目標：懇談会・研
修会計4回以上開催）

男女共同参画団体の支援
・センター登録団体懇談会の開催
・研修会の実施
・各種情報の提供

センター登録団体等との連携 センター登録団体への講座の委託及び協働による
講座の運営。

講座の企画・運営を委託することにより、登録団体の
持つ専門性やネットワークの活用が図られ、市民目
線による分かりやすい講座の開催につなげる。(数値
目標：7講座委託)

市が指定したテーマに基づき、男女共同参画推進セ
ンター登録団体に企画と運営を委託し、講座を開催
する。

  基本目標 ４　推進体制の整備

重点目標 (2) 男女共同参画社会を目指す全庁的な取組の推進

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①市職員への研修会の実施 セクシュアル･ハラスメント防止対策周知 研修（特に課長級・副課長級職員対象）時に、セク
シュアル・ハラスメントの防止について周知し、課内
でハラスメントが起きない環境整備に努める。

・全ての職員がハラスメントへの共通認識を持てるよ
う、ハラスメント防止指針の周知を行うとともに、誰も
が正しい知識を習得できる機会を提供する。

・主任級から課長級までの全ての階層別において、
ハラスメントの基礎知識及び防止に関する研修を実
施する。
・全ての職員がハラスメントへの共通認識を持てるよ
う、ハラスメント防止指針の周知を行うとともに、職員
自ら正しい知識を習得できる環境を整備する。

人事課

広報上越やホームページの作成時及び
メディアを通じた情報発信においても
ジェンダーの視点で行うため、職員研修
を行う。

広報上越やホームページの作成時及びメディアを
通じた情報発信においてもジェンダーの視点で行う
ため、広報主任の研修を行う。

広報上越や市ホームページなどへの情報発信につい
ては、男女共同参画に基づいた視点による表現、原
稿作成、情報提供を行う。

年に1回以上広報主任会議を開催し、職員への意識
づけを図る。

広報対話課

男女共同参画に関する保育士及び幼稚
園教諭の意識啓発

男女共同参画の考えに立った業務の遂行を図るた
め保育園及び幼稚園職員に対して研修会を実施す
る。

保育士向け研修会を開催し、第3次基本計画の趣
旨、目指す方向・取組について理解を深めてもらう。
（数値目標：1回開催）

保育士向け研修会を開催し、意識啓発を図る。

男女共同参画に関する職員の意識啓
発

男女共同参画の考えに立った業務の遂行を図るた
め職員研修会を開催する。

職員向けの研修会を開催し、第3次基本計画の趣
旨、目指す方向・取組について理解を深めてもらう。
（数値目標：1回開催）

職員向け研修会を開催し、意識啓発を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

男女共同参
画推進セン
ター

男女共同参
画推進セン
ター

令和3年度実施計画施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

①男女共同参画に関する情報発信
の強化

令和3月年度実施計画施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

事業内容 事業計画 目標 取組内容

②男女共同参画の考え方に基づい
た施策の推進

職場における旧姓使用 職員から申請のあった旧姓使用について、業務上
の支障又は混乱を招く恐れがないかを確認し、可
否を判断する。

現行の制度を継続して実施する。 現行制度の継続実施

人事課

男女共同参画に係る市民意識の把握 ・男女共同参画推進センター講座・出前講座の参
加者に対し、アンケートを実施する。
・上越市における男女共同参画全般に関する市民
意識調査を実施する。

講座参加者へのアンケートを通じて、男女共同参画
に関する市民の意識・現状を把握し、男女共同参画
事業の参考とする。

各種講座参加者に対し、講座の感想及び男女の地
位の平等感についてアンケートを実施し、意識・現状
を把握する。 男女共同参

画推進セン
ター

情報発信時におけるジェンダー視点で
のチェック

【全庁での取組】
広報じょうえつやホームページ作成時及びメディア
を通じた情報発信、周知文書等常にジェンダーの
視点からチェックする。

職員に対しジェンダーガイドラインに関する意識付け
のための情報提供を行い、職員一人一人からその意
識を持ってもらう。

ジェンダーガイドラインに関する職員向けの継続的な
周知と情報提供を行い、意識啓発を図る。 全庁（取りまと

め：男女共同
参画推進セン
ター）

人間関係、セクシュアル･ハラスメント等
に関する悩みや不安などに適切に対応
するための職員相談窓口制度の充実を
図る。

外部・内部の相談窓口を継続し、気軽に利用できる
よう周知する。

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠、
出産、育児又は介護に関するハラスメントに関する相
談に、迅速かつ適切に対応する。

・職場におけるハラスメントに関する相談窓口の周知
を図る。
・職員からの相談に迅速に応じ、適切に対応するた
め、ハラスメント相談員が相談・対応のノウハウを学
ぶことができる研修を実施する。

次世代育成支援対策推進法に基づく第
2次上越市特定事業主行動計画の実施
※Ⅰ-3-(2)-②と重複

･産前･産後休暇及び育児休業を取得している職員
の代替として臨時職員を配置する。また、必要に応
じて正規職員で補充する。
･産前休暇前や職場復帰前の面談を実施するとと
もに、育児休業者情報交換会を開催して職員の不
安等を解消する。
･人事課HP及び会議等で全職員に計画の周知を徹
底する。

・特定事業主行動計画後期計画（R2～R6）に従い実
施し、令和6年度を達成年度とする各目標値の上昇を
図る。

特定事業主行動計画に従った取組の実施

子育て･介護のための休暇(ケアリング
休暇)取得運動の実施

子育てをしている職員やその家族、また、介護する
必要のある家族のある職員が、子育てや介護等に
関わるために、子育て･介護のための休暇(ケアリン
グ休暇)を積極的に取得するなど、休暇を取得しや
すい環境づくりを行い、職場全体で支援する。

・特定事業主行動計画後期計画（R2～R6）に従い実
施し、令和6年度を達成年度とする目標値、「職員一
人当たりの年次休暇取得日数平均12日」を目指す。

特定事業主行動計画に従った取組の実施

男女双方の視点に配慮した避難所の運
営

女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の確保など
に配慮するとともに、職員配置の男女バランス、相
談体制の整備、避難住民による避難所管理組織に
対しての男女共同参画の配慮など、男女のニーズ
の違い、男女双方の視点等に立った避難所運営を
図る。

集中保管施設で保管している更衣室(兼授乳室)のほ
か、要配慮者物資としてH29年度配備した間仕切りを
活用し、プライバシー等に配慮した避難所運営に役
立てる。

集中備蓄のほか、要配慮者物資として間仕切りを各
避難所に配備を継続し、男女双方の視点に配慮した
避難所運営を図る。

女性等のニーズに対応した災害時備蓄
品の確保

女性や子育て家庭のニーズに対応した災害時備蓄
品について、計画的な確保に努める。

女性や子育て家庭のニーズに対応した粉ミルクや哺
乳瓶等を平成26年度に購入し、市内16か所の拠点施
設に配備した。今後も引き続き配備を継続する。

今後も引き続き要配慮者物資の維持管理を継続し、
女性や子育て家庭のニーズの対応に努める。（粉ミ
ルクは毎年度更新）

人事課

危機管理課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課令和3年度実施計画
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

分野Ⅱ　配偶者等からの暴力防止・被害者支援
  基本目標 １　暴力を許さない社会づくり

重点目標 (1) 暴力防止に関する人権教育の推進及び啓発

事業内容 事業計画 目標 取組内容

女性に対するあらゆる暴力の根絶と防
止に向けた啓発

情報紙に女性に対する暴力の根絶と防止の記事を
掲載し、意識啓発を図る。

情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」に暴力防止
に向けた特集記事と女性相談窓口の案内を掲載し、
暴力の防止に向けた啓発活動を実施する。（数値目
標：特集記事を1回、女性相談窓口の案内は毎回掲
載）

情報紙を通じたＤＶ防止に関する啓発
・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」への継続
的な記事掲載を通じて、DVを始めとする主に女性に
対する暴力防止について啓発する。

女性に対するあらゆる暴力の根絶と防
止に向けた講座の開催

女性に対するあらゆる暴力の根絶と防止を図るた
めの講座を開催する。

センター講座及び出前講座の開催を通じて、女性に
対する暴力の根絶と防止に向けた意識醸成につなげ
てもらうための機会を提供す図る。（数値目標：セン
ター講座と出前講座を合わせて1講座以上）

ＤＶ防止をテーマに取り入れた講座の開催
・男女共同参画推進センター講座
・学校・企業・地域等を対象とする出前講座（講師の
派遣）

②セクシュアル・ハラスメント等の防
止に向けた啓発

セクシュアル・ハラスメントの防止に向け
た意識啓発

セクシュアル・ハラスメントの防止に向けた意識啓
発用ＤＶＤの貸し出しや、出前講座の開催働きかけ
を行う。

出前講座の開催を中心に、セクシュアル・ハラスメント
の防止意識を高めるための機会を提供する。（数値
目標：センター講座と出前講座を合わせて1講座以
上）

セクシュアル・ハラスメント防止に向けた啓発
・センター講座・出前講座の開催 男女共同参

画推進セン
ター

  基本目標 １　暴力を許さない社会づくり

重点目標 (2) 相談窓口の充実

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①女性相談事業の充実 女性に対するあらゆる暴力の根絶に向
けた女性相談の充実

女性相談員が各種研修会に参加し、ＤＶ等に関す
る知識の習得や資質の上乗せを図る。

各種研修会の参加を通して、女性相談員としての知
識や資質の上乗せを図り、複雑かつ困難化している
ケースに適切に対応できる状態にする。

国・県などが主催するＤＶ防止、被害者支援に関する
研修会に参加し、知識の習得などに努める。

女性相談窓口の周知 女性相談カードや周知ポスターの作成を通じて、相
談窓口の周知を充実する。

女性相談カードや啓発用リーフレットのほか、大型パ
ネルの掲出など、女性の目に届きやすい方法で相談
窓口やＤＶに関する情報を提供することにより、認知
度を向上させ、一人で悩むことなく相談ができる状態
にする。

・女性相談カードの配布（市内施設・医療機関・スー
パーなどに配置）
・啓発リーフレットの作成及び配布（6,000部）
・女性相談やＤＶなどについて周知するポスターの講
座等での活用（センター講座や出前講座での活用、
市民プラザのイベントでの活用、女性相談窓口への
掲出）

女性に対するあらゆる暴力の根絶に向
けた他の相談機関との連携・協力

ＤＶ被害者への的確な支援を行うため、被害者の
安全と円滑な庁内連携体制の確保を図るとともに、
関係課職員のＤＶに関する知識を高める。

関係者間において、ＤＶ防止、被害者支援に関する情
報共有と連携体制を確認することにより、相談者・被
害者の意向や事情に沿った支援につなげられる状態
にする。

ＤＶ防止、被害者支援の関係課で組織する「DV防止
庁内連絡会議」を開催し、庁内連携体制の確保と情
報共有を図る。

男女共同参
画推進セン
ター

女性をはじめ市民を対象とした相談窓
口の充実

・相談に的確に対応できるよう職員の資質向上を
図る。
・相談窓口の周知に努める。

関係機関と連携しながら、子育てに不安や悩みを抱
える保護者の相談に応じられる状態にする。

関係機関と連携しながら、相談窓口等の周知を行うと
ともに、子育てに関する相談に対応し、子育て不安の
解消につなげる。

健康づくり推
進課、すこや
かなくらし包
括支援セン
ター

介護者と被介護者の暴力(身体的暴力、
言葉による暴力、介護放棄等)の根絶を
めざし、相談･支援体制を確立

・職員の資質向上。
・関係機関、関係課との連携、相談窓口の周知に
努める。

虐待の通告を受けた際は、高齢者虐待防止マニュア
ル等を活用し、適切かつ迅速に対応する。
また、関係者間で情報を共有し、適切な支援を継続し
て実施する。

・虐待の通告を受けた際は、地域包括支援センター
等の関係機関と連携し、迅速かつ適切な支援・対応
を行う。

すこやかなく
らし包括支援
センター、高
齢者支援課

　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画
担当課

②その他相談機関との連携

男女共同参
画推進セン
ター

令和3年度実施計画

①配偶者等からのあらゆる暴力の
根絶と防止に向けた啓発

男女共同参
画推進セン
ター

令和3年度実施計画

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
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【資料３－１】

第3次男女共同参画基本計画に基づく令和3年度実施計画について

  基本目標 ２　被害者等への支援

重点目標 (1) 発見通報体制の整備・被害者の安全な保護

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①制度や体制、法律の認知のため
の周知活動の推進

ＤＶに関する制度や法律の周知 情報紙やパンフレット等により、制度や法律等の概
要について掲載し、市民への周知を図る。

ＤＶの実態や、相談窓口ついての内容を記載し、配偶
者等への暴力は犯罪行為であり、決して行ってはな
らないことを市民に周知する。(数値目標：特集記事掲
載1回)

ＤＶに関する制度などの周知
・情報紙「ウィズじょうえつからのおたより」や、パネ
ル・ポスターのほか、パンフレットを活用した制度周知
を行う。

男女共同参
画推進セン
ター

②被害者への安全確保のための情
報提供

女性相談事業の実施（売春防止法や、
配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護等に関する法律の規定に基づ
き、女性相談員を設置し売春の防止や
配偶者等からの暴力防止、被害者の保
護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターにおける来
所相談、電話による相談、市の施設等における出
張相談
･その他：安全確保を図るための関係機関との連
絡・連携

様々な不安や悩みを抱える相談者に対し、適切な指
導・助言を行うとともに、必要に応じて関係機関及び、
庁内関係課等とも連携を図り、相談者の意向に沿っ
た支援ができる状態を維持する。
（数値目標：女性相談と関係機関等との連携不足に
起因する苦情件数0件）

女性相談窓口の設置
･3人の相談員を配置
･相談日時は、年末年始などを除く月曜～土曜の9時
～17時まで（火曜日は19時まで）
･電話及び来所相談のほか、市の施設などへ出向く
出張相談を実施

ＤＶ被害者の緊急一時保護支援 DV被害者の安全確保を図るため、一時保護施設
や警察等関係機関との連携を図るとともに、緊急
一時保護に係る生活費を貸与する体制を取る。

被害者の安全を確保するため、緊急一時保護者生活
支援費を直ちに貸与できる状態を維持する。

ＤＶ被害者の緊急一時保護支援策として、要綱に基
づき、被害者の安全確保のための経費3万円を用意
する。

女性をはじめ市民を対象とした相談窓
口の充実

市民相談センターの開設
・一般相談
　市役所開庁日の毎日
・弁護士相談
　毎週金曜日の午後
　（１人30分×4コマ）
・司法書士相談
　毎週火曜日の午後（１人40分×3コマ）

市民の多様な民事に係る相談に迅速な対応ができる
よう情報収集に努めるとともに、庁内関係課との連携
体制を維持する。

市民相談センターの開設
・一般相談
　市役所開庁日の毎日
・弁護士相談
　毎月第1～第4金曜日の午後
　（１人30分×4コマ）
・司法書士相談
　毎週火曜日の午後（１人40分×3コマ）

市民相談セン
ター

  基本目標 ２　被害者等への支援

重点目標 (2) 自立への支援

事業内容 事業計画 目標 取組内容

①生活再建への支援 女性相談事業の実施（売春防止法や、
配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護に関する規定に基づき、女性相
談員を設置し売春の防止や配偶者等か
らの暴力防止、被害者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターにおける来
所相談、電話による相談、市の施設等における出
張相談
・その他：生活再建に向けた情報を提供するため、
関係機関との連携を図る。

被害者の心のケアを第一に、相談内容に応じて、各
関係機関とも連携を図りながら、個々のケースに対応
した生活再建に向けて助言できる状態を維持する。

ＤＶ被害者に対する生活再建支援
・女性相談窓口の設置を通じた支援の実施（Ⅱ-1-
(2)）

男女共同参
画推進セン
ター

②同伴者への支援 女性相談事業の実施（売春防止法や、
配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護に関する規定に基づき、女性相
談員を設置し売春の防止や配偶者等か
らの暴力防止、被害者の保護を図る。）

相談業務の実施
･相談員の配置
･相談区分：男女共同参画推進センターにおける来
所相談、電話による相談、市の施設等における出
張相談
・その他：生活再建を行うにあたり、同伴者も多大
な影響があることから、それを支援するため、関係
機関との連携を図る。

被害者の心のケアを第一に、同伴者に対しても、相
談内容に応じて、各関係機関とも連携を図りながら、
個々のケースに対応した生活再建に向けて助言でき
る状態を維持する。

ＤＶ被害者の同伴者支援
・女性相談窓口の設置を通じた支援の実施（Ⅱ-1-
(2)）

男女共同参
画推進セン
ター

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

施策の方向
　　　　　　　　　　　　　　　第3次基本計画

担当課

男女共同参
画推進セン
ター

令和3年度実施計画

令和3年度実施計画
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【資料４】 

令和３年度 男女共同参画に関する市民意識調査の実施について（案） 
人

１ 調査の目的 
   第 3 次上越市男女共同参画基本計画の重点目標に基づく取組の進捗状況・効果等を測定

するとともに、当市における男女共同参画に関する市民意識の変化と実情を把握し、次期基
本計画における施策の体系及び取組の方向性に反映させるなど、次期基本計画策定のため
の基礎資料とする。 

 
２ 調査の方法等 

(1)調査名  男女共同参画に関する市民意識調査 

 
(2)対 象   ① 18 歳以上の市民 2,000 人【H29：18 歳以上、4,000 人】 

② 住民基本台帳から 10 代、20 代、30 代、40 代、50 代、60 代と 70 歳以上 
の 7階層で、男女別の人口比に基づき無作為抽出【H29：13 区…1,376 人、 
合併前上越市…2,624 人】 
 

(3)方 法  調査用紙を郵送で配付し、郵送またはオンラインで回答（オンライン回答は 
用紙の回収をしない。また、郵送とオンラインの重複回答を防ぐため、整理 
番号で管理する。）【H29：郵送のみ】 
 

(4)時 期  令和 3年 9月上旬～9月下旬【H29：平成 29 年 6 月 9 日～6月 23 日】 

 
(5)内 容  ① 原則として、平成 29 年実施の「男女共同参画に関する市民意識調査」の 

内容を踏襲。 
② ①に新潟県（令和 2年度男女平等社会づくりに向けたの県民意識調査）の 

質問項目とのすり合わせを加え、時点修正。 
③ 主な質問項目の変更点 

・質問全体の表現の統一 
・質問の新設…1問（男女共同参画社会の実現について） 

・質問の統合…1問（メディアにおける性・暴力表現について） 
・質問の削除…2問（職業生活・女性活躍の推進について） 
・選択する回答の変更、追加、削除など 

 
３ 今後のスケジュール 

令和 3年 8月 男女共同参画審議会で意識調査内容を審議 
8 月 意識調査対象者の抽出 
9 月 意識調査の発送、回収 

10 月 意識調査の集計 
11 月 男女共同参画審議会で意識調査結果を審議 
12 月 庁内関係各課等との分析結果の共有 

４ 質問項目の新旧対照表 

 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

問 1 「2収入を得る仕事の時間」を「仕事や学校の時間」に変

更 

表現の修正 あなたの平日の生活時間についてお聞きします。それぞれ平均した時間を

お書き下さい。（日曜・休日などは含めずにお考えください。合計が２４時

間にならなくても結構です。） 

1 家事・育児・介護などの時間、2収入を得る仕事の時間、3睡眠時間、4自

由に使える時間 

 

問 2 結婚、家庭等について、ご意見をお聞きします。１～５

までのそれぞれについて、（賛成/どちらかといえば賛成

/どちらかといえば反対/反対/わからない）から１つだけ

選んで○をつけてください。 

＊「5 パートナーとして同居することで、結婚には拘ら

ない」を追加 

回答の追加 結婚、家庭等について、あなたのご意見をお聞きします。１～４までのそれ

ぞれについて、１つだけ選んで○をつけてください。 

1 結婚は個人の自由であるから、結婚してもしなくてもどちらでもよい、2

夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである、3結婚しても必ずしも子どもを

もつ必要はない、4我慢してまで結婚生活を続ける必要はなく、離婚しても

よい 

 

問 3 変更・修正なし  家庭での夫婦の役割分担について、１～６のうち「理想」としてあなたが望

ましい姿だと考えるものを１つだけ選んで○をつけてください。また、あ

なたの「現実」に最も近いものを１つだけ選んで○をつけてください。（現

実欄は結婚（事実婚を含む）している方のみお答えください。） 

1 夫は主に仕事をし、妻が主に家事等をする、2妻は主に仕事をし、夫が主

に家事等をする、3 夫も妻も仕事をし、妻が主に家事等をする、4 夫も妻も

仕事をし、夫が主に家事等をする、5 夫も妻も仕事をし、共に家事等をする、

6 その他 

問３ 家庭や育児などに関する考え方について、次のア～ウの考えごと

に、あなたのお考えに一番近いものをお選びください。（それぞれ１つ

ずつ○） 

ｱ.夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである、ｲ.夫も平等に家事・育児

等を負担すべきである、ｳ.子どもが小さいときには母親が育児に専念

すべきである 

それぞれ・・・賛成/どちらかといえば賛成/どちらかといえば反対/反対 
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【資料４】 

 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

    【問３のアで、１または２を選択した方のみにお聞きします】  

問４ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」に賛成の理由をお選

びください。（当てはまるもの全てに○） 

１．日本の伝統的な家族の在り方だと思うから、２．自分の両親も役割分

担をしていたから、３．夫が外で働いた方が、多くの収入を得られる

と思うから、４．妻が家庭を守った方が、子どもの成長などにとって

良いと思うから、５．家事・育児・介護と両立しながら、妻が働き続

けるのは大変だと思うから、６．その他、７．特にない、８．わから

ない 

【問３のアで、３または４を選択した方のみにお聞きします】  

問５ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」に反対の理由をお選

びください。（当てはまるもの全てに○） 

１．男女平等に反すると思うから、２．自分の両親も外で働いていたか

ら、３．夫も妻も働いた方が、多くの収入が得られると思うから、

４．妻が働いて能力を発揮した方が、個人や社会にとって良いと思う

から、５．家事・育児・介護と両立しながら、妻が働き続けることは

可能だと思うから、６．固定的な夫と妻の役割分担の意識を押しつけ

るべきではないから、７．その他、８．特にない、９．わからない 

問 4 1 掃除、2 洗濯、3 食事のしたく、4 食後の片付け・食器

洗い、5育児、6介護 

表現の修正 結婚（事実婚を含む）している方にお聞きします。あなたのご家庭では次の

ような家事を男性は分担していますか。１～６までのそれぞれについて、

１つだけ選んで○をつけてください。（分担している/していない/(5 と 6 の

み)該当しない） 

1 掃除、2洗濯、3食事のしたく、4食後の後片付け、食器洗い、5 子育て、

6 介護 

問６ あなたの家庭では、次のア～ウの家事等を主にどなたが担当してい

ますか。（それぞれ１つずつ○） 

ｱ.家事（食事のしたく、掃除、洗濯等）、ｲ.育児、ｳ.介護 

それぞれ・・・自分/配偶者/自分と配偶者が同程度/夫婦以外の家族/ホー

ムヘルパーなどの外部サービス/家族全員/該当なし・その他 

問 5 変更・修正なし  あなたは、次のような分野で男女の地位は平等になっていると思いますか。

１～８のそれぞれについて、１つだけ選んで○をつけてください。 

1 家庭生活、2 職場、3 学校教育の場、4政治の場、5法律や制度上で、6社

会通念・習慣・しきたり等で、7 町内会等の地域活動の場、8社会全体で 

それぞれ・・・男性の方が非常に優遇されている/どちらかといえば男性の

方が優遇されている/平等になっている/どちらかといえば女性の方が優遇

されている/女性の方が非常に優遇されている/わからない 

問２ 男女の地位の平等について、次のア～クの状況ごとに、あなたのお

考えに一番近いものをお選びください。（それぞれ１つずつ○）継続 

ｱ.家庭の中で、ｲ.職場の中で、ｳ.社会習慣(しきたり)について、ｴ.法律や

制度の面で、ｵ.政治経済活動の場で、ｶ.学校教育の場で、ｷ.地域社会の中

で、ｸ.社会全体について 

それぞれ・・・男性優遇/平等/女性優遇/どちらとも言えない 

問 6 現在どのような職業にお就きですか。次の中から１つだ

け選んで○をつけてください。 

1 会社・団体等の正規社員・職員(管理職)、2 会社・団体

等の正規社員・職員(管理職以外)、3 会社・団体等のアル

バイト・パート・派遣・契約社員等、4自営業･家族従事

者(農林水産業)、5 自営業･家族従事者(商業)、6自営業･

家族従事者(工業)、7 会社・団体等の経営者、8家事従事

者、9 学生、10 無職、11 その他(具体的に：    ) 

＊「内職」は削除 

表現の修正 

回答の削除 

あなたは現在どのような職業にお就きですか。次の中から１つだけ選んで

○をつけてください。 

1 勤め人(管理職の正規社員・職員)、2 勤め人(管理職以外の正規社員・職

員)、3 勤め人(臨時・パート･派遣・契約社員等)、4自営業･家族従事者(農

業)、5自営業･家族従事者(商業)、6 自営業･家族従事者(工業)、7 経営者、

8 内職、9家事従事者、10 学生、11 無職、12 その他(具体的に： ) 

エ あなたの職業をお答えください。（○は１つ） 会社、団体などの経営

者・役員・理事、２．会社、団体などの管理職（課長級以上）、３．正社

員・正職員、４．派遣社員・契約社員・非常勤嘱託員、５．パート・ア

ルバイト、６．自営業（商工・サービス業、自由業）、７．自営業（農業、

林業、漁業）８．専業主婦・専業主夫、９．学生、10．無職、）、11．そ

の他 

問 7 （問６で１または２を選んだ方のみお答えください。）職

場では次のようなことがありますか。１～１０までのそ

れぞれについて、どちらかを選んで○をつけてください。 

1 募集や採用人数で、女性は男性より不利である、2女性

が配属されない職種がある、3 女性は昇進・昇格が遅い、

または望めない、4 女性は同期・同年齢で入社した男性

との賃金・昇格に差がある、5女性は同じポストの男性 

表現の修正 （問６で「１又は２の勤め人」とお答えされた方のみお答えください。）あ

なたの職場では次のようなことがありますか。１～１０までのそれぞれに

ついて、１つだけ選んで○をつけてください。 

1 募集や採用人数で、女性は男性より不利である、2女性が配属されない職

種がある、3女性は昇進、昇格が遅い、または望めない、4女性は同期、同

年齢で入社した男性との賃金・昇格の差がある、5女性は同じポストの男性

より、研修等の教育を受ける機会が少ない、6 定年の年齢に男女差がある、  
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 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

 より研修等の教育を受ける機会が少ない、6 定年の年齢

に男女差がある、7 女性は結婚すると退職しなくてはい

けない（以下削除）、8 女性は出産すると退職しなくては

いけない、9 家族手当が女性につかない、10 職種にかか

わらず、お茶くみなどの雑用は女性がすることが多い 

 7 女性は結婚すると退職しなくてはいけない、または、職場結婚をすると退

職しなくてはいけない、8 女性は出産すると退職しなくてはいけない 9 家

族手当が女性につかない、10 職種にかかわらず、お茶くみなどの雑用は、

女性がすることが多い 

 

問 8 今までに仕事を辞めたり中断したり、あるいは転職した

ことがありますか。ある場合、主な理由を１つだけ選ん

で○をつけてください。 

1 ない、2ある（次の中から主な理由を１つだけ選んで○

をつけてください。） 

2 仕事を辞めた、中断した理由 

1 結婚のため、2出産・育児のため、3高齢になったため、

4 会社側の都合、5 労働条件に対する不満があったため、

6 仕事の内容が合わなかったため、7よりよい条件の仕事

があったため、8自分の健康や体力の問題、9 長期勤続し

にくい職場の雰囲気（ハラスメント等）があったため、

10 親の介護や病気の家族の世話のため、11 家業につくた

め、12 配偶者の転勤のため、13 大学その他で勉強するた

め、14 家族の理解・協力が得にくいため、15 特に理由は

ない、16 その他（具体的に：         ） 

表現の修正 あなたは、今までに仕事を辞めたり中断したり、あるいは転職したことが

ありますか。ある場合、主な理由を１つだけ選んで○をつけてください。 

1 ない、2 ある（次の中から主な理由を１つだけ選んで○をつけてくださ

い。） 

2 仕事を辞めた、中断した理由 

結婚のため/出産・育児のため/高齢になったため/会社側の都合/労働条件

に対する不満があったため/仕事の内容があわなかったため/よりよい条件

の仕事があったため/自分の健康や体力の問題/長期勤続しにくい職場の雰

囲気があったため/親や病気の家族の世話のため/家業につくため/配偶者

の転勤のため/大学その他で勉強するため/家族の理解、協力が得にくいた

め/特に理由はない/その他 

 

問 9 

 

生活の中での「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活

（地域活動・学習・趣味・付き合い等）」の優先度につい

て、１～７のうち望ましい姿だと考えるものを一つ選び

「理想」欄に○をつけてください。また、あなたの「現

実」に最も近いものを１つだけ選んで○をつけてくださ

い。 

＊「8 わからない」を削除 

回答の削除 生活の中での「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活（地域活動・学習・

趣味・付き合い等）」の優先度について、１～８のうちあなたが望ましい姿

だと考えるものを一つ選び「理想」欄に○をつけてください。また、あなた

の「現実」に最も近いものを１つだけ選んで○をつけてください。 

1「仕事」を優先、2「家庭生活」を優先、3「地域・個人の生活」を優先、

4「仕事」と「家庭生活」を共に優先、5「仕事」と「地域・個人の生活」を

共に優先、6「家庭生活」と「地域・個人の生活」を共に優先、7「仕事」と

「家庭生活」と「地域・個人の生活」を共に優先、8わからない 

問７ 仕事と家庭生活や地域活動のバランスについて、あなたの「理想」に

一番近いものはどれですか。また、「現実」に一番近いものはどれです

か。（それぞれ１つずつ○） 

家庭生活や地域活動よりも仕事に専念する/家庭生活や地域活動にも携

わるが仕事を優先させる/家庭生活や地域活動と仕事を同じように両立

させる/仕事にも携わるが家庭生活や地域活動を優先させる/仕事よりも

家庭生活や地域活動に専念する/わからない 

問 10 

 

削除 

問 1で平日の生活時間（1家事・育児・介護などの時間、

2 仕事・学校の時間、3睡眠時間、4自由に使える時間）

を聞いているので削除。 

質問の削除 あなたの生活では、「仕事」、「家庭生活」、「地域活動」、「学習・趣味・スポ

ーツなど」、「休養」の時間は十分に取れていますか。 

それぞれ・・・1 十分取れている、2 まあ取れている、3 あまり取れていな

い、4 全く取れていない 

 

問 10 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス※）の実

現のためにどのようなことが必要だと思いますか。主な

もの３つを選んで○をつけてください。 

1 育児・介護などのための休暇等を取りやすい職場環境

を作る、2 仕事の効率や業務の見直し、ノー残業デーの

実施など、時間外勤務の削減に取り組む、3結婚、出産、

育児などによる退職後の再雇用制度の普及、4 短時間勤

務、在宅勤務、フレックスタイム（時差出勤）などの普

及、5育児・介護休業中などの給付金制度の充実、6保育

施設やサービス（一時保育、病児保育など）などの充実

を図る、7 企業が積極的にリーダーシップをとって進め

る、8 その他（具体的に：        ） 

＊「わからない」の削除 

 

表現の修正 

回答の削除 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス※）の実現のためにどのよう

なことが必要だと思いますか。主なもの３つを選んで○をつけてください。 

子育て・介護などのための休暇等を取りやすい職場環境を作る/仕事の効率

や業務を見直したり、ノー残業デーなどの取組を行う/結婚、出産、子育て

などによる退職後の再雇用制度の普及/短時間勤務、在宅勤務、フレックス

タイム（時差出勤）などの普及/育児・介護休業中などの給付金制度の充実

/保育施設やサービス（一時保育、病児保育など）などの充実を図る/企業自

身がリーダーシップを取りながら行う/その他/わからない 
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【資料４】 

 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

問 11 変更・修正なし  あなたは、現在の社会は「男性」及び「女性」にとって働きやすい環境にあ

ると思いますか（男性、女性それぞれについて、１つだけ選んで○をつけて

ください）  それぞれ・・・1 働きやすい、2働きにくい、3わからない 

 

問 12 あなたは、現在の社会は「女性」及び「男性」にとって働きやすい環

境にあると思いますか。（それぞれ１つずつ○） 

それぞれ・・・働きやすい/働きにくい/わからない 

問 12 働きやすい環境をつくるには、どのようなことが必要だ

と思いますか。（当てはまるもの全てに○をつけてくださ

い。） 

1 昇給・給与等に男女の差別的扱いをなくすこと、2妊娠

や出産によって不利益を受けることをなくすこと、3 育

児・介護休業取得によって不利益を受けることをなくす

こと、4 育児・介護休業制度を取得しやすく、復帰もしや

すい職場環境を整えること、5 結婚・出産・育児・介護の

ために退職した人の再雇用制度を充実させること、6 フ

レックスタイム制や在宅勤務など柔軟な働き方を普及さ

せること、7女性が働くことや男性が家事・育児・介護を

することに対する家族や職場、周囲の理解と協力が深ま

ること、8 セクシュアルハラスメントやパワーハラスメ

ントなどへの対策を講じること、9 男性、女性それぞれ

の男女共同参画意識を高めること、10 経営者・管理職の

男女共同参画意識を高めること、11「男は仕事、女は家

庭」といった性別による固定的な役割分担意識を持つ人

が減ること、12 その他（具体的に：  ）、13 特にない 

＊「わからない」の削除 

表現の修正 

回答の追加 

回答の削除 

働きやすい環境をつくるには、どのようなことが必要だと思いますか。（当

てはまるもの全てに○をつけてください。） 

昇給・給与等に男女の差別的扱いをなくすこと/妊娠や出産によって不利益

を受けることをなくすこと/育児・介護休業取得によって不利益を受けるこ

とをなくすこと/育児・介護休業制度を取得しやすい、復帰しやすい職場環

境を整えること/結婚、出産、育児、介護のために退職した人の再雇用制度

を充実させること/フレックスタイム制や在宅勤務など柔軟な働き方を普

及させること/女性が働くことや、男性が家事・育児をすることに対する家

族や周囲の理解と協力が深まること/男性、女性それぞれの男女共同参画意

識を高めること/経営者・管理職の男女共同参画意識を高めること/男は仕

事、女は家庭といった性別による固定的な役割分担意識を持つ人が減るこ

と/その他/特にない/わからない 

問13 「女性」が働きやすい環境をつくるには、どのようなことが必要だ

と思いますか。（当てはまるもの全てに○） 

１.働く場を増やすこと、２.就職情報や職業紹介などの相談機関を充実さ

せること、３.能力発揮の機会を増やすこと、４.技能習得のための訓練施

設を充実させること、５.昇進・給与等に男女の差別的取扱いをなくすこ

と、６.妊娠や出産によって不利益をうけることをなくすこと、７.育児・

介護休業取得によって不利益をうけることをなくすこと、８.セクシュア

ルハラスメントやパワーハラスメントなどへの対策を講じること、９.育

児休業制度を利用しやすい職場環境を整えること、10．介護休業制度を利

用しやすい職場環境を整えること、11．結婚、出産、育児、介護のために

退職した人の再雇用制度を充実させること、12．再就職をめざす人の研修

の場を増やすこと、13．育児・介護休業中の経済的支援を充実させるこ

と、14．１日の労働時間を減らすこと、15．フレックスタイム制や在宅勤

務など柔軟な働き方を普及させること、16．保育施設を充実させること、

17．介護施設を充実させること、18．女性が働くことに対する家族や周囲

の理解と協力が深まること、19．男性が家事・育児をすることに対する家

族や周囲の理解と協力が深まること、20．女性の自覚・意欲を高めるこ

と、21．男性の男女共同参画意識を高めること、22．経営者・管理職の男

女共同参画意識を高めること、23．男は仕事、女は家庭といった性別によ

る固定的な役割分担意識を持つ人が減ること、24．その他、25．特にな

い、26．わからない 

 

問14 「男性」が働きやすい環境をつくるには、どのようなことが必要だ

と思いますか。（当てはまるもの全てに○） 

１．働く場を増やすこと、２．就職情報や職業紹介などの相談機関を充実

させること、３．能力発揮の機会を増やすこと、４．技能習得のための訓

練施設を充実させること、５．昇進・給与等に男女の差別的取扱いをなく

すこと、６．育児・介護休業取得によって不利益をうけることをなくすこ

と、７. セクシュアルハラスメントやパワーハラスメントなどへの対策を

講じること、８．育児休業制度を利用しやすい職場環境を整えること、

９．介護休業制度を利用しやすい職場環境を整えること、10．再就職をめ

ざす人の研修の場を増やすこと、11．育児・介護休業中の経済的支援を充

実させること、12．１日の労働時間を減らすこと、13．フレックスタイム

制や在宅勤務など柔軟な働き方を普及させること、14．保育施設を充実さ

せること、15．介護施設を充実させること 、16．女性が働くことに対す

る家族や周囲の理解と協力が深まること、17．男性が家事・育児をするこ

とに対する家族や周囲の理解と協力が深まること、18．女性の自覚・意欲

を高めること、19．男性の男女共同参画意識を高めること、20．経営者・

管理職の男女共同参画意識を高めること、21．男は仕事、女は家庭といっ

た性別による固定的な役割分担意識を持つ人が減ること、22．その他、

23．特にない、24．わからない 
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【資料４】 

 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

問 13 女性が職業を持つことについて、１～７のうち「理想」としてあ

なたが望ましい姿だと考えるものを１つだけ選んで○をつけ

てください。また、あなたの経験や今後の予定、身近な女性

で「現実」として最も近いものを１つだけ選んで○をつけてく

ださい。 

それぞれ・・・1女性は職業を持たない、2結婚するまでは、職

業を持つ、3 子どもができるまでは、職業を持つ、4 子どもが

できても、職業を持ち続ける、5 子どもができたら職業をや

め、育児が終わったら再び職業を持つ、6 職業を持ち続ける

ため、結婚や出産をしない、7 その他（具体的に：     ） 

＊ 「7 わからない」の削除 

表現の修正 

回答の追加 

回答の削除 

女性が職業を持つことについて、１～７のうち「理想」としてあなたが望ま

しい姿だと考えるもの１つだけ選んで○をつけてください。また、あなた

の経験や今後の予定、身近な女性で「現実」として最も近いもの１つだけ選

んで○をつけてください。 

それぞれ・・・1女性は職業を持たない、2結婚するまでは、職業を持つ、

3 子どもができるまでは、職業を持つ、4子どもができても、ずっと職業を

持つ、5子どもができたら職業をやめ、育児が終わったら再び職業を持つ、

6 その他、7 わからない 

 

問 14 

 

次にあげる職業や役職において今後女性がもっと増える

ほうがよいと思うのはどれですか。あてはまるもの全て

に○をつけてください。 

1 都道府県・市区町村の首長、2国会議員、都道府県議会

議員、市区町村議会議員、3企業の管理職、4 国家公務員・

地方公務員の管理職、5自治会長、町内会長等、6起業家、

経営者、7裁判官、検察官、弁護士、8 労働組合の幹部、

9 農協の役員、10 国連などの国際機関の管理職、11 大学

教授、12 学校長、13 医師、14 企業等の技術者・研究者、

15 新聞・放送の記者、16 その他（  ）、17 特にない 

＊「わからない」の削除 

回答の追加 

回答の削除 

あなたが、次にあげるような職業や役職において今後女性がもっと増える

ほうがよいと思うのはどれですか。あてはまるもの全てに○をつけてくだ

さい。 

国会議員、都道府県議会議員、市区町村議会議員/都道府県、市区町村の首

長/企業の管理職/国家公務員、地方公務員の管理職/自治会長、町内会長等

/起業家・経営者/裁判官、検察官、弁護士/労働組合の幹部/国連などの国際

機関の管理職/大学教授/新聞・放送の記者/農協の役員/その他/特にない/

わからない 

問９ 次にあげる職業や役職のうち、あなたが今後女性がもっと増える方

がよいと思うのはどれですか。（当てはまるもの全てに○） 

１．都道府県、市区町村の首長、２．国、都道府県、市区町村の議

員、３．国家公務員、地方公務員の管理職（教員を除く）、４．学長・

学校長、５．裁判官、検察官、弁護士、６．医師、７．大学教授、

８．国連などの国際機関の管理職、９．企業の管理職、10．起業家・

経営者、11．企業等の技術者・研究者、12．スポーツの指導者・監

督、13．新聞・放送の記者、14．自治会長、町内会長等、15. その

他、16．特にない 

問 15 

 

ＰＴＡや町内会などの地域団体の役員の長に女性が就く

ことの妨げとなっている主な原因は何だと思いますか。

主なもの３つを選んで○をつけてください。 

1 女性自身が責任ある地位に就きたがらないから、2女性

は家事・育児が忙しく、地域活動に専念できないから、

3 役員の長としての業務量が多く、内容も難しそうだか

ら、4 男性が会長・副会長などとなるのが社会慣行だか

ら、5 女性では相手に軽く見られるから、6指導力のある

女性が少ないから、7 女性は組織活動の経験が少ないか

ら、8男性が会長・副会長などでは会員がついてくるが、

女性だとついてこないから、9その他（具体的に：   ） 

＊「わからない」の削除 

表現の修正 

回答の追加 

回答の削除 

ＰＴＡや町内会などの地域団体の役員の長に女性が就くことの妨げとなっ

ている主な原因は何だと思いますか。主なもの３つを選んで○をつけてく

ださい。 

女性自身が責任ある地位につきたがらないから/女性は家事・育児が忙し

く、地域活動に専念できないから/男性が会長・副会長などとなるのが社会

慣行だから/女性では相手に軽く見られるから/指導力のある女性が少ない

から/女性は組織活動の経験が少ないから/男性が会長・副会長などでは、

みんながついてくるが、女性だとついてこないから/その他/わからない 

問10 政治分野で女性のリーダー（首長や議員）を増やすうえで障害とな

ることは何だと思いますか。（当てはまるもの全てに○） 

１.現時点では、必要な知識や経験などを持つ女性が少ないこと、２．女

性自身がリーダーになることを希望しないこと、３．有権者が女性リーダ

ーを希望しないこと、４．不規則で長時間の労働を強いられること、５．

育児・介護・家事などにおける夫などの家族の支援が十分ではないこと、

６．育児・介護の支援などの公的サービスが十分ではないこと、７．その

他、８．特にない、９．わからない 

問11 経済の分野で女性のリーダー（経営者や管理職）を増やすうえで障

害となることは何だと思いますか。（当てはまるもの全てに○） 

１．現時点では、必要な知識や経験などを持つ女性が少ないこと、２．女

性自身がリーダーになることを希望しないこと、３．上司・同僚・部下と

なる男性や顧客が女性リーダーを希望しないこと、４．長時間労働の改善

が十分ではないこと、５．企業などにおいては、管理職になると広域異動

が増えること、６．育児・介護・家事などにおける夫などの家族の支援が

十分ではないこと、７．育児・介護の支援などの公的サービスが十分では

ないこと、８．その他、９．特にない、10．わからない 

問 16 

 

今後、男性が家事、育児、介護、地域活動に積極的に参

加していくためにはどのようなことが必要だと思います

か。あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1 男性が家事などに参加することに対する男性自身の抵

抗感をなくすこと、2 男性が家事などに参加することに

対する女性の抵抗感をなくすこと、3 夫婦や家族間での

コミュニケーションをよくはかること、4社会の中で、 

表現の修正 今後、男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくために

はどのようなことが必要だと思いますか。あてはまるもの全てに○をつけ

てください。 

男性が家事などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと/

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること/社会の中で、男性

による家事、子育て、介護、地域活動についても、その評価を高めること/

労働時間短縮や休暇制度を普及・活用することで、仕事以外の時間をより 

問８ あなたは、男性が家事、育児、介護、地域活動に積極的に参加してい

くためにはどのようなことが必要だと思いますか。（当てはまるもの全

てに○） 

１.男性が家事・育児などに参加することに対する男性自身の抵抗感をな

くすこと、２．男性が家事・育児などに参加することに対する女性の抵抗

感をなくすこと、３．夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかる

こと、４．年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担などについての当事者 
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 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

 男性による家事、育児、介護、地域活動についても、そ

の評価を高めること、5 労働時間短縮や休暇制度、フレ

ックスタイム制や在宅勤務など柔軟な働き方を普及・活

用することで、仕事以外の時間をより多く持てるように

すること、6 年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等

についての当事者の考え方を尊重すること、7 男性が家

事、育児、介護、地域活動に関心を高めるよう啓発や情

報提供を行うことや家事等の技能を高める研修等を開催

すること、8 家庭や地域活動と仕事の両立などの問題に

ついて、男性が相談しやすい窓口を設けること、9 男性

が家事、育児、介護、地域活動を行うための、仲間（ネ

ットワーク）作りをすすめること、10 その他（具体的

に：  ）、11 特にない 

 多く持てるようにすること/年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等につ

いての当事者の考え方を尊重すること/男性が家事、子育て、介護、地域活

動に関心を高めるよう啓発や情報提供を行うこと/家庭や地域活動と仕事

の両立などの問題について、男性が相談しやすい窓口を設けること/男性が

子育て、介護、地域活動を行うための、仲間（ネットワーク）作りをすすめ

ること/男性が家事などに参加することに対する女性の抵抗感をなくすこ

と/国や地方自治体などの研修等により、男性の家事や子育て、介護等の技

能を高めること/その他/特にない 

の考え方を尊重すること、５．社会の中で、男性による家事・育児などにつ

いても、その評価を高めること、６．男性による家事・育児などについて、

職場における上司や周囲の理解を進めること、７．労働時間短縮や休暇制

度、テレワークなどのＩＣＴを利用した多様な働き方を普及させることで、

仕事以外の時間をより多く持てるようにすること、８．男性の家事・育児な

どについて、啓発や情報提供、相談窓口の設置、技能の研修を行うこと、

９．男性が家事・育児などを行うための、仲間（ネットワーク）作りを進め

ること、10．その他、11．特に必要なことはない 

問 17 

 

男性が育児休業（休暇）を取得しづらい（しない）理由

として考えられるもの全てに○をつけてください。 

1 職場に理解がない、2仕事が中断できない、3経済面が

不安、4今後の昇進や昇給への影響、5 職場に迷惑をかけ

たくない、6 男性が育児休暇を取得する意識がない、7 職

場に制度がない、8男性ひとりでの育児に不安がある、9

近所の目が気になる、10 仕事を休みたくなかった、11 男

性も育児休暇を取得できることを知らなかった、12 その

他（具体的に：  ）、13 特にない 

＊「わからない」の削除 

表現の修正 

回答の追加 

回答の削除 

男性が育児休業（休暇）を取得しづらい（しない）理由として考えられるも

の全てに○をつけてください。 

職場に理解がない/仕事が中断できない/経済面が不安/男性が育児休暇を

取得する意識がない/職場に制度がない/男性ひとりでの育児に不安がある

/近所の目が気になる/仕事を休みたくなかった/男性も育児休暇を取得で

きることを知らなかった/その他/特にない/わからない 

 

問 18 

 

削除 

問 10 で「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の実現のためにどのようなことが必要か」があり、育児・

介護休暇や短時間勤務、育児・介護休業中の給付金制度、

育児・介護のための退職後の再雇用などについて回答を

求めているので、ワークライフバランスに関する設問と

して概ね重複するもの（必要なこと≒受け入れられるも

の）と思われるため削除する。 

（平成 26 年度の女性活躍に関する世論調査より） 

質問の削除 「男性」が、仕事以外の生活も重視した働き方を選択することについて、あ

なたが受け入れられるものはどれですか？当てはまるもの全てに〇をつけ

てください。 

育児・介護のために仕事を休む（休暇の取得など）/リフレッシュのために

仕事を休む（休暇の取得など）/育児・介護のために１日の就業時間を短く

する（短時間勤務制度の活用など）/仕事と育児・介護を両立するため、仕

事の負担を軽減してもらう/「主夫」として、家事・育児・介護を行う/仕事

と育児・介護を両立するため、賃金が下がっても、転職する、育児・介護の

ためにいったん離職する/その他/特にない/わからない 

 

問 18 

 

女性の人権が尊重されていないと感じるのは、どのよう

なことについてでしょうか。あてはまるもの全てに○を

つけてください。 

家庭内での夫から妻への暴力（心や身体を傷つける暴言

や暴力）/職場におけるセクシュアル・ハラスメント（性

的いやがらせ）/女性に対する痴漢行為やストーカー（つ

きまとい行為）/売春・買春/女性の働く風俗営業/女性の

体の一部や媚びたポーズ・視線を、内容に関係なく使用

した広告など/女性のヌード写真などを掲載した雑誌な

ど/固有名詞で呼ばれず、女性にだけ用いられる言葉（例

…「○○さんの奥さん」、「○○女史」「女医」など）/女

性の容ぼうを競うミス・コンテスト/その他（具体的

に：  ）/特にない 

 

表現の修正 あなたが、女性の人権が尊重されていないと感じるのは、どのようなこと

についてでしょうか。あてはまるもの全てに○をつけてください。 

家庭内での夫から妻への暴力（心や身体を傷つける暴言や暴力）/職場にお

けるセクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）/女性に対する痴漢行

為やストーカー（つきまとい行為）/売春・買春/女性の働く風俗営業/テレ

ビや新聞・雑誌などで、商品とは直接関係がない女性のヌードや水着姿、媚

びたポーズ・視線を、内容に関係なく使用した広告など/固有名詞で呼ばれ

ず、女性にだけ用いられる言葉（例…「○○さんの奥さん」、「○○女史」「女

医」など）/女性の容ぼうを競うミス・コンテスト/その他/特にない 
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 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

問 19 次のようなことが夫婦間又は交際相手間で行われた場

合、それを暴力だと思いますか。あなたの考えに一番近

いものを１～12 のそれぞれについて、１つだけ選んで○

をつけてください。 

1 平手で打つ、足で蹴る、身体を傷つける可能性のある

もので殴る、2殴るふりや刃物を突きつけて脅す、3大声

でどなる、相手に悪口を言う、ののしる、4 他の異性との

会話を許さない、5 家族や友人との関わりを持たせない、

6 交友関係や行き先、電話・メールを細かく監視する、7

職場に行くことを妨害したり外出先を制限する、8 何を

言っても長時間無視する、9 大切にしているものを、わ

ざと壊したりすてたりする、10 家計に必要な生活費を渡

さない、11 嫌がっているのに性的な行為を強要する、12

避妊に協力しない 

それぞれ・・・暴力だと思う/暴力の場合とそうでない場

合がある/暴力にあたるとは思わない 

（令和 2 年度男女間における暴力に関する調査より） 

表現の修正 

回答の追加 

あなたは、次のようなことが夫婦間又は交際相手間で行われた場合、それ

を暴力だと思いますか。あなたの考えに一番近いものを１～７のそれぞれ

について、１つだけ選んで○をつけてください。 

1 平手で打ったり、身体を傷つける可能性のあるもので殴る、2あなたの交

友関係や電話を細かく監視する、3 あなたが大切にしているものを、わざと

壊したりすてたりする、4大声でどなる、馬鹿だグズだ等言葉による中傷や

批判など、5 誰のおかげで、お前は食べられると思っているのだと言う、6

相手の言うことや存在を無視する、7相手が嫌がっているのに、性的な行為

を要求する 

それぞれ・・・暴力だと思う/暴力の場合とそうでない場合がある/暴力にあ

たるとは思わない 

 

問 20 

 

あなたは、元配偶者を含む夫婦間又は交際相手間で次の

ような暴力を受けたことがありますか。１～４のそれぞ

れについて、１つだけ選んで○をつけてください。 

1 身体に対する暴行を受けた、2 精神的な嫌がらせや恐怖

を感じるような脅迫を受けた、3 経済的な圧迫を受けた、

4 性的な行為を強要された 

それぞれ・・・何度もあった/１、２度あった/まったく

ない 

（令和 2 年度男女間における暴力に関する調査より） 

回答の追加 あなたは、元配偶者を含む夫婦間又は交際相手間で次のような暴力を受け

たことがありますか。１～３のそれぞれについて、１つだけ選んで○をつ

けてください。 

1 身体に対する暴行を受けた、2精神的な嫌がらせや恐怖を感じるような脅

迫を受けた、3性的な行為を強要された 

それぞれ・・・何度もあった/１、２度あった/まったくない 

 

問 21 

 

統合 

テレビ、新聞、雑誌、インターネット、コンピュータゲ

ームなどでのメディアにおける性・暴力表現について、

どのような点で問題があると思いますか。あてはまるも

の全てに○をつけてください。 

1 そのような表現を望まない人や子どもの目に触れてい

る、2 社会全体の性に関する道徳観・倫理観が損なわれ

ている、3 女性の性的側面を過度に強調するなど、女性

の人権が侵害されている、4 児童に対する性犯罪を助長

する、5 女性に対する暴力を助長する、6 その他（  ）、

7 問題はない、8わからない 

＊「わからない」（ある or なしで最多 28.9%） 

質問の統合 

表現の修正 

回答の削除 

あなたは、テレビ、新聞、雑誌、インターネット、コンピュータゲームなど

でのメディアにおける性・暴力表現について、問題があると思いますか。 

1「ある」と思う、2 どちらかといえば「ある」と思う、3どちらかといえば

「ない」と思う、4「ない」と思う、5 わからない 

 

問 24 

 

統合 

「どんな問題があるか」を問う中で「問題はない」も回

答の選択肢としているので、「問題ある・なし」の設問は

省略するものとした。 

質問の統合 （問 23 で１又は２とお答えされた方のみお答えください。）テレビ、新聞、

雑誌、インターネット、コンピュータゲームなどでのメディアにおける性・

暴力表現について、どのような点で問題があると思いますか。 

そのような表現を望まない人や子どもの目に触れている/社会全体の性に

関する道徳観・倫理観が損なわれている/女性の性的側面を過度に強調する

など、女性の人権が侵害されている/児童に対する性犯罪を助長する/女性

に対する暴力を助長する/その他/わからない 
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 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

問 22 変更・修正なし 

 

（令和元年度男女共同参画社会に関する世論調査より） 

 「育児・介護などの家庭で担われている役割は社会的にも重要であるため、

社会全体で評価していこう」という考えがありますが、あなたは具体的に

どのような形で評価することが必要だと思いますか。１～４までのそれぞ

れについて、１つだけ選んで○をつけてください。 

1 育児、2介護、3育児・介護以外の家事、4町内会などの地域活動 

それぞれ・・・手当の支給や税制上での優遇などで経済的に評価する/表彰

などで社会的に評価する/経済的・社会的に評価する必要はない/その他/わ

からない 

 

問 23 ＊「わからない」の削除 回答の削除 防災・災害復興対策で男女の性別に配慮して取り組む必要があると思う事

は何ですか。主なもの３つを選んで○をつけてください。 

避難所の設備（男女別のトイレ、更衣室、防犯対策など）/女性に対する備

え（生理用品や、下着などの女性用品の準備）やニーズの把握、支給に対す

る配慮（女性担当者による配布）/避難所運営の責任者に女性が配置され、

被災者対応に女性の視点が入る事/災害時の救援医療体制（妊産婦をサポー

トする保健師、助産師の配置など）/対策・復興本部に女性が配置され、対

策に女性の視点が入ること/相談体制の充実(メンタルケア、健康相談、女

性相談等)/防災・復興計画策定過程、防災会議に女性が参画すること/女性

に特化した被災者支援のための雇用の創出/その他/わからない 

 

問 24 

 

女性が抱えている悩みを相談するところについて、ご存

知の機関や窓口など、全てに○をつけてください。 

女性被害１１０番（県警察本部）/市民相談室（市）/Ｄ

Ｖ・児童虐待相談フリーダイヤル（県中央福祉相談セン

ター）/マザーズコーナー（ハローワーク上越）/女性の

人権ホットライン（法務局）/配偶者暴力相談支援センタ

ー（県女性福祉相談所）/女性相談（市男女共同参画推進

センター）/男女平等推進相談室（新潟県）/総合労働相

談コーナー（新潟労働局）/ＤＶ相談ナビ＃8008/ＤＶ相

談ナビ＋(プラス)/性犯罪・性暴力被害者のためのワンス

トップ支援センター＃8891/性犯罪被害相談電話に係る

全国共通電話番号＃8103/いのちとこころの支援センタ

ー（上越保健所）/その他の機関（       ） 

回答の追加 女性が抱えている悩みを相談するところについて、ご存知の機関全てに○

をつけてください。 

女性被害１１０番（県警察本部）/市民相談室（市）/ＤＶ・児童虐待相談フ

リーダイヤル（県中央福祉相談センター）/マザーズコーナー（ハローワー

ク上越）/女性の人権ホットライン（法務局）/配偶者暴力相談支援センター

（県女性福祉相談所）/女性相談（市男女共同参画推進センター）/男女平等

推進相談室（新潟県）/新潟労働局企画室総合労働相談コーナー/その他の

機関 

 

問 25 

 

次に掲げるものの名称やことばについてご存知ですか。

（言葉も内容も知っている/言葉と内容の一部/言葉のみ

/知らない） 

1 男女共同参画社会、2ＤＶ…ドメスティック・バイオレ

ンス（配偶者やパートナー等からの暴力）、3 ポジティブ・

アクション（積極的改善措置）、4アンペイドワーク（無

償労働）、5 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生

殖に関する女性の健康・権利）、6ジェンダー（社会的性

別）、7ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）、

8 ダイバーシティ（多様性）、9ＳＤＧｓ（持続可能な開発

目標）、10 アンコンシャス・バイアス（無意識の思い込

み）、11 上越市男女共同参画都市宣言（市）、12 上越市男

女共同参画基本条例（市）、13 上越市男女共同参画基本

計画（市）、14 上越市男女共同参画推進センター（市）、

15 上越市女性相談窓口（市）、16 上越市男女共同参画サ 

回答の追加 あなたは、次に掲げるものの名称やことばについてご存知ですか。（言葉も

内容も知っている/言葉と内容の一部/言葉のみ/知らない） 

1 男女共同参画社会、2ＤＶ…ドメスティック・バイオレンス（配偶者やパ

ートナー等からの暴力）、3 ポジティブ・アクション（積極的改善措置）、4

アンペイドワーク（無償労働）、5 リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性

と生殖に関する女性の健康・権利）、6ジェンダー（社会的性別）、7ワーク・

ライフ・バランス（仕事と生活の調和）、8上越市男女共同参画都市宣言（市）、

9 上越市男女共同参画基本条例（市）、10 上越市男女共同参画基本計画（市）、

11 上越市男女共同参画推進センター（市）、12 上越市女性相談窓口（市）、

13 上越市男女共同参画サポーター（市）、14 上越市男女共同参画推進セン

ター情報紙『ウィズじょうえつ』（市）、15 市の各種審議会等へのクオータ

制導入（市）、16 ハッピー・パートナー企業（県）、17 男女共同参画社会基

本法（国）、18 男女雇用機会均等法（国）、19ＤＶ防止法…配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律（国）、20 女性活躍推進法…女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律（国）、21 女性差別撤廃条約（国 

問15 あなたは次のア～スの法律や用語などについて、ご存じですか。

（それぞれ１つずつ○） 

ｱ.女子差別撤廃条約/ｲ.男女共同参画社会基本法/ｳ.女性活躍推進法/ｴ.

政治分野における男女共同参画の推進に関する法律/ｵ.新潟県男女平等

社会の形成の推進に関する条例/ｶ.新潟県男女共同参画計画（男女平等

推進プラン）/ｷ.男女共同参画社会/ｸ.ワーク・ライフ・バランス/ｹ.ジ

ェンダー/ｺ.ＳＤＧｓ（エスディージーズ）/ｻ.新潟県男女平等推進相談

室/ｼ.公益財団法人 新潟県女性財団/ｽ.ハッピー・パートナー企業 
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 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

 ポーター（市）、17 上越市男女共同参画推進センター情

報紙『ウィズじょうえつ』（市）、18 市の各種審議会等へ

のクオータ制導入（市）、19 ハッピー・パートナー企業

（県）、20 男女共同参画社会基本法（国）、21 男女雇用機

会均等法（国）、22ＤＶ防止法…配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律（国）、23 女性活躍推進

法…女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（国）、24 政治分野における男女共同参画の推進に関す

る法律（国）、25 女性差別撤廃条約（国連） 

 連）  

問 26 

 

新設 

上越市が「男女共同参画社会」の実現のため「上越市男

女共同参画基本条例」を平成 14 年に制定して、来年で 20

年目になります。 

「男女共同参画社会」とは、男女が互いに人権を尊重し、

「男だからこうすべき」、「女だからこうあるべき」とい

うような「女性」や「男性」というイメージにあてはめ

てしまうことなく、一人ひとりが持っている個性や能力

を十分に発揮できる豊かな社会のことです。 

あなた自身の生活や身の回りの環境から判断して、現在、

男女共同参画社会はどのくらい実現できていると感じま

すか。１つだけ選んで○をつけてください。 

1 かなり実現できている、2 ある程度実現できている、3

あまり実現できていない、4 ほとんど実現できていない、

5 わからない 

内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査(R1.9)」 

質問の追加   

問 27 

 

「男女共同参画社会」を実現するために、今後、行政は

どのようなことに力を入れていくべきだと思いますか。

あてはまるもの全てに○をつけてください。 

1 育児や介護中であっても仕事が続けられるよう支援す

る、2 育児や介護等でいったん仕事を辞めた人の再就職

を支援する、3 保育の施設・サービスや、高齢者や病人の

施設・介護サービスを充実する、4 労働時間の短縮や在

宅勤務の普及など男女共に働き方の見直しを進める、5

国・地方公共団体の審議会委員や管理職など、政策決定

の場に女性を積極的に登用する、6 学校教育において男

女共同参画社会についての学習を充実する、７法律や制

度の面で見直しを行う、8 民間企業・団体等の管理職に

女性の登用が進むよう支援する、9 女性や男性の生き方

や悩みに関する相談の場を提供する、10 従来、女性が少

なかった分野（研究者等）への女性の進出を支援する、

11 男女の平等と相互の理解や協力について広報・ＰＲす

る、12 男女の平等と相互の理解や協力についての学習機

会を充実する（参加者が少人数のセミナー等）、13 男女

の平等と相互の理解や協力についての学習機会を充実す

る（参加者が 100 人規模の講演会等）、14 地域や防災・

災害復興等における男女共同参画の促進、15 その他、16

特にない 

表現の修正 

回答の追加 

回答の削除 

「男女共同参画社会」を実現するために、今後、行政はどのようなことに力

を入れていくべきだと思いますか。あてはまるもの全てに○をつけてくだ

さい。 

子育てや介護中であっても仕事が続けられるよう支援する/子育てや介護

等でいったん仕事を辞めた人の再就職を支援する/保育の施設・サービス

や、高齢者や病人の施設や介護サービスを充実する/労働時間の短縮や在宅

勤務の普及など男女共に働き方の見直しを進める/国・地方公共団体の審議

会委員や管理職など、政策決定の場に女性を積極的に登用する/学校教育に

おいて男女共同参画社会についての学習を充実する/法律や制度の面で見

直しを行う/民間企業・団体等の管理職に女性の登用が進むよう支援する/

女性や男性の生き方や悩みに関する相談の場を提供する/従来、女性が少な

かった分野（研究者等）への女性の進出を支援する/男女の平等と相互の理

解や協力について広報・ＰＲする/男女の平等と相互の理解や協力について

の学習機会を充実する（参加者が少人数のセミナー等）/男女の平等と相互

の理解や協力についての学習機会を充実する（参加者が 100 人規模の講演

会等）/その他/特にない/わからない 

問16 男女共同参画社会の実現のため、県は今後どのようなことに力を入

れていくべきだと思いますか。（特に重要だと思うものを３つまで選

び○） 

１.男女平等の考え方を社会全体に浸透させるための啓発活動の充実、

２．男性への意識啓発、３．女性への意識啓発、４．男女平等の視点に立

った社会制度・慣行等の見直し、５．学校等における男女平等教育の深

化、６．男女平等意識を高めるための生涯にわたる学習機会の充実、７．

女性に対するあらゆる暴力（ドメスティック・バイオレンス等）の根絶、

８．生涯を通じた女性の健康づくりへの支援、９．政策・方針決定過程へ

の女性の参画の拡大、10．女性の能力開発への支援、11．国際的な男女共

同参画の取組の理解と国際協力活動への参画促進、12．雇用等の分野にお

ける男女均等な機会と待遇の確保、13．働き方を見直し、仕事と生活の調

和（ワーク・ライフ・バランス）を可能とする就業環境の充実、14．農林

水産業・商工業等自営業における女性の経営参画・社会参画の推進、15．

子育て支援の充実、16．高齢者・障害者の社会参画の支援、17．高齢者・

障害者が安心して暮らせる介護体制の整備、18．家庭における男女共同参

画の促進、19．地域や防災・災害復興等における男女共同参画の促進、

20．男女共同参画に関連する相談窓口の充実、21．その他 

 

問１ あなたは、「男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会」

を実現するためには、どのようなことが必要だと思いますか。（特に重要

だと思うものを３つまで選び○）継続 
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【資料４】 

 上越市 
参考：新潟県（R2） 

変更後（R3） 対応 変更前（H29） 

 ＊「わからない」の削除   １．法律や制度の上での見直しを行い、性差別につながるものを改めるこ

と、２．女性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたり

を改めること、３．女性自身が経済力をつけたり、積極的に知識・技能の

向上を図ったりすること、４．女性が出産しても働き続けることへの理解

が進むこと、５．男性の家事・育児参加への理解が進むこと、６．小さい

ときから家庭や学校で男女平等について教えること、７．育児・介護を支

援する施設やサービスの充実を図ること、８．職場において性別による待

遇（配置や昇進など）の差をなくすこと、９．政府や企業などの重要な役

職に一定の割合で女性を登用する制度を採用・充実すること、10．労働時

間の短縮やフレックスタイム制、在宅勤務の普及など男女共に働き方の見

直しが進むこと、11．その他、12．わからない 

問 28 上越市では、男女が互いの人権を尊重しあらゆる分野で

平等に参画できるまちを目指して、様々な施策を進めて

います。市に対してのご意見・ご要望・ご提案などがあ

りましたら、自由にご記入ください。 

表現の修正 今後、男女共同参画を推進していくためには、どのように取り組んでいけ

ばよいかご意見・ご要望・ご提案などございましたら、自由にご記入くださ

い。 

新潟県では、男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会の実現を

目指し、様々な施策を進めています。  

県に対してのご意見やご要望がありましたら、自由にご記入ください。 

基本

調査 

変更・修正なし  ご自身のことについてお伺いします。 

(1)～(6)について、それぞれ１つだけ選んで番号に○をつけてください。 

(1) あなたは、どちらにお住まいですか。 

～13 区と「合併前」から選択 

(2) あなたの性別をお知らせください。 

 ～男・女  

(3) あなたの年齢をお知らせください。 

 ～18-19 歳・20-24 歳・25-29 歳・30-34 歳・35-39 歳・40-44 歳・ 

45-49 歳・50-54 歳・55-59 歳・60-64 歳・65-69 歳・70 歳以上  

(4) あなたは結婚していらっしゃいますか。 

 ～結婚している・結婚していないがパートナーと暮らしている・離別・ 

死別・未婚  

(5) あなたに 18 歳未満のお子さんはいらっしゃいますか。 

 ～いる・いない  

(6) 現在同居しているご家族の構成について 

 ～同居家族はいない・夫婦のみ・親と子・ 

親と子と孫・その他  

ア あなたの性別をお答えください。（○は１つ） 女性、男性 

イ あなたの年齢をお答えください。（○は１つ） 18～19，20～29、30 

～39、40～49、50～59、60～69、70 歳以上 

ウ あなたのお住まいの地域をお答えください。（○は１つ） 6 地域 

エ あなたの職業をお答えください。（○は１つ） 会社、団体などの経営

者・役員・理事、２．会社、団体などの管理職（課長級以上）、３．正社員・

正職員、４．派遣社員・契約社員・非常勤嘱託員、５．パート・アルバイト、

６．自営業（商工・サービス業、自由業）、７．自営業（農業、林業、漁業）

８．専業主婦・専業主夫、９．学生、10．無職、）、11．その他 

オ あなたは結婚されていますか。（○は１つ）  している、したが離別・

死別、してない 

【「オ」で「１．結婚している」と答えた方にお聞きします】  

カ あなたは共働きですか。それとも夫婦どちらか一方が働いているご家庭

ですか。（○は１つ）  共働きしている（パートタイムなどを含む）、２．

自身のみが働いている、３．配偶者のみが働いている、４．夫婦とも働いて

いない（退職した場合を含む）、５．その他 

キ あなたにはお子さんがいらっしゃいますか。（○は１つ） 

【「キ」で「１．いる」と答えた方にお聞きします】  

ク あなたの一番下のお子さんは現在次のどれに当てはまりますか。（○は

１つ）  １．乳幼児、２．小学生、３．中学生、４．高校生以上の学生、

５．社会人、６．その他 

ケ あなたの現在の世帯構成は次のどれに当てはまりますか。（○は１つ）  

１．単身世帯（一人住まい）、２．１世代世帯（夫婦のみ）、３．２世代世帯

（親と子ども）、４．３世代世帯（親と子どもと孫）、５．その他     
 

１０／１０ 


